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主 文

１ 本件訴えのうち茨木市の臨時的任用職員に対する平

成７年度から平成１５年度までの増給分の支給に係

る部分を却下する。

２ 被告は，ｂに対し，６６８９万円及びこれに対する

平成１７年４月１日から支払済みまで年５分の割合

による金員の支払を求める請求をせよ。

３ 原告らのその余の請求を棄却する。

４ 訴訟費用は，これを２０分し，その１７を原告らの

負担とし，その余を被告の負担とする。

事実及び理由

第１ 請求

１ 被告は，ｃに対し，４億４７２８万５０００円及びこれに対する平成１７年

４月１日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払を求める請求をせよ。

２ 被告は，ｂに対し，６７７５万円及びこれに対する平成１７年４月１日から

支払済みまで年５分の割合による金員の支払を求める請求をせよ。

第２ 事案の概要

１ 本件は，茨木市の住民である原告らが，茨木市長は，平成７年度から平成１

６年度にかけて，臨時的任用職員に対し，条例の根拠がないにもかかわらず市長決

裁のみで，毎年６月と１２月の２回にわたり増給分（一時金）として一律に４万円

（６月期）及び４万５０００円（１２月期）を支給してきたが，当該支給は違法な

公金の支出であり，これによって，同市は，平成７年度分ないし平成１１年度分に

ついて合計２億３５８２万５０００円，平成１２年度分について４７１６万５００

０円（上半期につき２１２０万円，下半期につき２５９６万５０００円），平成１

３年度分について４８７２万５０００円（上半期につき２２０４万円，下半期につ

き２６６８万５０００円），平成１４年度分について５３０７万５０００円（上半
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期につき２３９６万円，下半期につき２９１１万５０００円），平成１５年度分に

ついて６２４９万５０００円（上半期につき２８１６万円，下半期につき３４３３

万５０００円），平成１６年度分について６７７５万円（上半期につき３０４０万

円，下半期につき３７３５万円）相当額の損害を被ったなどと主張して，地方自治

法２４２条の２第１項４号に基づき，被告茨木市長に対し，平成１６年４月１７日

まで同市の市長の職にあったｃに損害賠償として上記各公金の支出のうちその在職

中の支出額相当額４億４７２８万５０００円及びこれに対する平成１７年４月１日

から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払請求を，同月１

８日以降同市の市長の職にあるｂに損害賠償として上記各公金の支出のうちその在

職中の支出額相当額６７７５万円及びこれに対する平成１７年４月１日から支払済

みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払請求をすることを求めた事

案である。

２ 法令等の定め

(1) 地方自治法

地方自治法２０３条１項は，普通地方公共団体は，その議会の議員，委員会の委

員，非常勤の監査委員その他の委員，自治紛争処理委員，審査会，審議会及び調査

会等の委員その他の構成員，専門委員，投票管理者，開票管理者，選挙長，投票立

会人，開票立会人及び選挙立会人その他普通地方公共団体の非常勤の職員（短時間

勤務職員を除く。）に対し，報酬を支給しなければならない旨規定し（なお，平成

１６年法律第８５号（平成１６年８月１日施行）による改正前は，上記規定中「短

時間勤務職員」は「再任用短時間勤務職員」とされていた。），同条２項は，同条

１項の職員の中議会の議員以外の者に対する報酬は，その勤務日数に応じてこれを

支給するが，ただし，条例で特別の定めをした場合は，この限りでない旨規定し，

同条３項は，同条１項の者は，職務を行うため要する費用の弁償を受けることがで

きる旨規定し，同条４項は，普通地方公共団体は，条例で，その議会の議員に対し，

期末手当を支給することができる旨規定し，同条５項は，報酬，費用弁償及び期末
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手当の額並びにその支給方法は，条例でこれを定めなければならない旨規定する。

地方自治法２０４条１項は，普通地方公共団体は，普通地方公共団体の長及びそ

の補助機関たる常勤の職員，委員会の常勤の委員，常勤の監査委員，議会の事務局

長又は書記長，書記その他の常勤の職員，委員会の事務局長若しくは書記長，委員

の事務局長又は委員会若しくは委員の事務を補助する書記その他の常勤の職員その

他普通地方公共団体の常勤の職員並びに短時間勤務職員に対し，給料及び旅費を支

給しなければならない旨規定し（なお，平成１６年法律第８５号による改正前は，

上記規定中「短時間勤務職員」は「再任用短時間勤務職員」とされていた。），地

方自治法（平成１６年法律第５３号による改正前のもの）２０４条２項は，普通地

方公共団体は，条例で，同条１項の職員に対し，扶養手当，調整手当，住居手当，

初任給調整手当，通勤手当，単身赴任手当，特殊勤務手当，特地勤務手当（これに

準ずる手当を含む。），へき地手当（これに準ずる手当を含む。），時間外勤務手

当，宿日直手当，管理職員特別勤務手当，夜間勤務手当，休日勤務手当，管理職手

当，期末手当，勤勉手当，期末特別手当，寒冷地手当，特定任期付職員業績手当，

任期付研究員業績手当，義務教育等教員特別手当，定時制通信教育手当，産業教育

手当，農林漁業改良普及手当，災害派遣手当又は退職手当を支給することができる

旨規定し，地方自治法２０４条３項は，給料，手当及び旅費の額並びにその支給方

法は，条例でこれを定めなければならない旨規定する。

地方自治法２０４条の２は，普通地方公共団体は，いかなる給与その他の給付も

法律又はこれに基づく条例に基づかずには，これを同法２０３条１項の職員及び同

法２０４条１項の職員に支給することができない旨規定する。

(2) 地方公務員法

地方公務員法２２条２項は，人事委員会を置く地方公共団体においては，任命権

者は，人事委員会規則で定めるところにより，緊急の場合，臨時の職に関する場合

又は任用候補者名簿がない場合においては，人事委員会の承認を得て，６月をこえ

ない期間で臨時的任用を行うことができ，この場合において，その任用は，人事委
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員会の承認を得て，６月をこえない期間で更新することができるが，再度更新する

ことはできない旨規定し，同条３項は，同条２項の場合において，人事委員会は，

臨時的任用につき，任用される者の資格要件を定めることができる旨規定し，同条

４項は，人事委員会は，同条２項又は３項の規定に違反する臨時的任用を取り消す

ことができる旨規定し，同条５項は，人事委員会を置かない地方公共団体において

は，任命権者は，緊急の場合又は臨時の職に関する場合においては，６月をこえな

い期間で臨時的任用を行うことができ，この場合において，任命権者は，その任用

を６月をこえない期間で更新することができるが，再度更新することはできない旨

規定し，同条６項は，臨時的任用は，正式任用に際して，いかなる優先権をも与え

るものではない旨規定し，同条７項は，同条２項から６項までに定めるものの外，

臨時的に任用された者に対しては，同法を適用する旨規定する。

地方公務員法２４条６項は，職員の給与，勤務時間その他の勤務条件は，条例で

定める旨規定し，同法２５条１項は，職員の給与は，同法２４条６項の規定による

給与に関する条例に基づいて支給されなければならず，また，これに基づかずには，

いかなる金銭又は有価物も職員に支給してはならない旨規定し，同条３項は，給与

に関する条例には，給料表（同項１号），昇給の基準に関する事項（同項２号），

時間外勤務，夜間勤務及び休日勤務に対する給与に関する事項（同項３号），特別

地域勤務，危険作業その他特殊な勤務に対する手当及び扶養親族を有する職員に対

する手当を支給する場合においては，これらに関する事項（同項４号），非常勤職

員の職及び生活に必要な施設の全部又は一部を公給する職員の職その他勤務条件の

特別な職があるときは，これらについて行う給与の調整に関する事項（同項５号），

職階制を採用する地方公共団体においては，その職に職階制が始めて適用される場

合の給与に関する事項（同項６号），その他給与の支給方法及び支給条件に関する

事項（同項７号），を規定するものとする旨規定する。

(3) 一般職の職員の給与に関する条例

一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年茨城市条例第４９号。以下「給与
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条例」という。）１条は，この条例は，地方公務員法２４条６項の規定に基づき一

般職の職員（以下給与条例において「職員」という。）の給与に関する事項を定め

ることを目的とする旨規定し，同条例２条１項は，給料は，正規の勤務時間に対す

る報酬であって扶養手当，調整手当，住居手当，通勤手当，特殊勤務手当，時間外

勤務手当，夜勤手当，休日給，宿日直手当，管理職手当，期末手当，勤勉手当を除

いたものとする旨規定し，同条例３条は，俸給表の種類は，行政職給料表(一)，行

政職給料表(二)，行政職給料表(三)，教育職給料表，消防職給料表とし，各給料表

の適用範囲は，それぞれ当該給料表に定めるところによる旨規定し，同条２項は，

職員の職務は，その複雑，困難及び責任の度に基づきこれを給料表に定める職務の

級に分類するものとし，その分類の基準となるべき標準的な職務の内容は，規則で

定める旨規定し，同条３項は，任命権者は，給料表の適用を受けるすべての職員の

職務を各給料表の級のいずれかに格付しなければならない旨規定し，同条例２９条

１項は，期末手当は，６月１日及び１２月１日にそれぞれ在職する職員に対してそ

れぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給する旨規定する。

給与条例３６条（臨時的任用職員の賃金）１項は，「臨時的任用職員の賃金は，

日給又は時間給とし，日額１３，０００円又は時間額１，７３０円の範囲内におい

て，規則で定める基準に従い任命権者が別に定める。ただし，日給又は時間給によ

らない場合は，規則で別に定める。」旨規定し，同条２項は，「臨時的任用職員の

うち規則で定める者については，規則で定める通勤手当相当分及び期末手当相当分

の賃金を支給することができる。」旨規定し，同条例３７条は，「この条例に定め

るものの外，必要な事項は規則で定める。」旨規定する。

なお，給与条例３６条の規定は，一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例（平成１７年茨城市条例第２６号。以下「本件改正条例」という。）によ

る改正（以下「本件改正」という。）により設けられたものであり，本件改正前の

一般職の職員の給与に関する条例（以下「旧給与条例」という。）には，同改正後

の給与条例３６条に相当する規定がなく，同改正後の給与条例３７条に相当する規
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定が旧給与条例３６条として置かれていた。

本件改正条例附則１項は，この条例は，平成１７年１２月１日（以下本件改正条

例において「施行日」という。）から施行するが，ただし，本件改正条例２条及び

同条例附則６項の規定は，平成１８年４月１日から施行する旨規定し，本件改正条

例附則４項は，「施行日の前日までに臨時的任用職員に支給された賃金（通勤手当

相当分及び期末手当相当分を含む。）は，この条例及びこれに基づく規則の相当規

定に基づき支給された賃金とみなす。」旨規定する。

(4) 臨時的任用職員に関する規則

臨時的任用職員に関する規則（平成１７年茨木市規則第４０号。以下「臨時的任

用職員規則」という。）１条は，この規則は，地方公務員法２２条５項，地方公務

員の育児休業等に関する法律６条１項及び一般職の職員の給与に関する条例（給与

条例）３６条に規定する臨時的任用職員の給与，勤務条件，身分の取扱い等につい

て必要な事項を定めるものとする旨規定し，臨時的任用職員規則２条は，任命権者

は，地方公務員法１７条１項の規定により職員を任命するまでの間，その職員の職

を欠員にしておくことができない場合（同規則２条１号），季節的又は突発的に繁

忙な事務処理を必要とし，正規職員（地方公務員法１７条１項の規定により任命さ

れた者をいう。同規則において以下同じ。）のみでは期限内に処理し得ないと認め

られる場合（同規則２条２号），地方公務員法の育児休業等に関する法律に基づく

育児休業の請求をした職員の業務を処理することが困難であると認められる場合

（同規則２条３号），同条１号から３号までに準ずると市長が承認した特別又は緊

急の場合（同条４号），においては，現に職員でない者を臨時的に任用することが

できる旨規定する。

臨時的任用職員規則６条は，臨時的任用職員（同規則において「臨時職員」とい

う。以下同じ。）の服務，勤務時間等については，同種の正規職員に準じ，任命権

者が別に定める旨規定する。

臨時的任用職員規則９条（賃金）１項は，給与条例３６条１項の規則で定める基
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準は，同規則別表のとおりとする旨規定し，同規則９条２項は，賃金（期末手当相

当分を除く。）は，毎月の勤務日数又は勤務時間数につき末日で締め切り，その月

分を翌月の１０日に支給するが，ただし，その日が休日，日曜日又は土曜日に当た

るときは，その日前においてその日に最も近い休日，日曜日及び土曜日でない日に

支給する旨規定し，同条３項は，同条２項の規定にかかわらず，任命権者が特に必

要と認めたときは，別に定める日をもって締め切り，又は別に定める日に賃金を支

給することができる旨規定する。そして，同規則別表は，業務の内容が「特定の資

格又は高度の知識・技能若しくは強度の労力を要する業務」につき日額「１３，０

００円以内」，時間額「１，７３０円以内」，業務の内容が「特定の知識・技能又

は相当の労力を要する業務」につき日額「１０，０００円以内」，時間額「１，３

３０円以内」，業務の内容が「一般的な事務又は作業」につき日額「７，０００円

以内」，時間額「９５０円以内」と規定する。

臨時的任用職員規則１３条（期末手当相当分）１項は，「給与条例第３６条第２

項の規則で定める者は，１週間当たり３日以上勤務する臨時職員で６月１５日及び

１２月１日（次項においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ２月以上

在職し，かつ，支給日現在において在職する者とする。」旨規定し，同規則１３条

２項は，「給与条例第３６条第２項の規則で定める期末手当相当分は，次の各号に

掲げる基準日に応じ，当該各号に定める額とする。(1) 基準日が６月１５日であ

るもの ４０，０００円 (2) 基準日が１２月１日であるもの ４５，０００

円」旨規定し，同規則１３条３項は，「前項に定める期末手当相当分の支給日等に

ついては，正規職員に支給される期末手当の例による。」旨規定する。

臨時的任用職員規則附則１項は，この規則は平成１７年１２月１日から施行する

旨規定し，同規則附則２項は，「この規則の施行の際，現に臨時的任用職員の取扱

いに関する内規（昭和３９年茨木市内規第１号）の規定によりなされた任用，手続

その他の行為は，この規則の相当規定によりなされた任用，手続その他の行為とみ

なす。」旨規定する。



- 8 -

(5) 臨時的任用職員の取扱いに関する内規

臨時的任用職員の取扱いに関する内規（昭和３９年茨木市内規第１号。最終改正

が平成１３年茨木市内規第１号によるもの。以下「本件内規」という。）１条は，

この内規は，地方公務員法２２条５項，７項に規定する職員の臨時的任用及びその

職員の給与，勤務条件及び身分の取扱い等に関し，必要な事項を定めることを目的

とする旨規定し，本件内規２条は，災害その他重大な事故のため，地方公務員法１

７条１項の規定により任命するまでの間，その職員の職を欠員にしておくことがで

きない緊急の場合（本件内規２条１号），季節的又は突発的に繁激なる行政事務処

理を必要とし，正規職員のみでは期限内に処理し得ないと認められる緊急の場合

（同条２号），同条１号又は２号に準ずると市長が承認した特別又は緊急の場合

（同条３号），においては，現に職員でない者を臨時的に任用することができる旨

規定し，本件内規３条は，臨時的に任用される職員を臨時職員という旨規定する。

本件内規７条（賃金）１項は，「臨時職員の賃金は日給又は時間給とし，勤務日

数等に対し支給する。ただし，日給又は時間給によらない場合は，任命権者が別に

定める。」旨規定し，同条２項は，「前項の日給額等は，別に定める。」旨規定し，

同条３項は，「賃金は毎月末日で締め切り，その月分を翌月の１０日に支給する。

ただし，その日が休日，日曜日又は土曜日にあたるときは，その日前においてその

日に最も近い休日，日曜日及び土曜日でない日を支給日とする。」旨規定し，同条

４項は，同条３項の規定にかかわらず，任命権者が特に必要と認めたときは，別に

定める日をもって締め切り，又は別に定める日に賃金を支給することができる旨規

定する。

本件内規９条は，臨時職員の服務，勤務時間等については，同種の正規職員に準

じ，任命権者が別に定める旨規定する。

本件内規１２条は，「この内規の施行について必要な事項は，別に任命権者が定

めるものとする。」旨規定する。

なお，本件内規には臨時的任用職員規則１３条に相当するような期末手当相当分



- 9 -

に関する規定は置かれていない。

３ 前提事実

(1) 当事者

ア 原告らは，茨木市の住民である。

イ 被告は，茨木市の市長である。

ウ ｃは，平成４年４月１８日から平成１６年４月１７日まで茨木市の市長の職

にあり，ｂは，同月１８日から同市の市長の職にある。

(2) 臨時的任用職員に対する増給分の支給

茨木市は，平成７年度から平成１６年度にかけて，市長の決裁により，各年度の

６月及び１２月の２回にわたり，地方公務員法２２条５項の規定による臨時的任用

職員として採用された者のうち，１週間当たり３日以上勤務する者で，６月１５日

及び１２月１日の各基準日にそれぞれ２か月以上在職し，かつ，支給日現在におい

て在職するものに対し，それぞれ上半期増給分（基準日が６月１５日であるもの）

及び下半期増給分（基準日が１２月１日であるもの）として，１人当たり一律に４

万円（上半期増給分）及び４万５０００円（下半期増給分）を支給してきた（以下，

これらの増給分の支給を「本件一時金の支給」という。）。その平成１２年度以降

の基準日，支給日，支給対象者及び支給金額は，次のとおりである（甲１の６，甲

２，甲５の１ないし３，弁論の全趣旨）。

これらの本件一時金の支給については，茨木市人事課において毎年度その支給金

額及び支給対象者を起案して市長の決裁を受け，その支出負担行為は年度当初又は

任用時に茨木市企画財政部長の専決により行い，その支出命令は支給時にそれぞれ

の金額に応じた専決権者の専決により行っている。これらの本件一時金の支給のう

ち平成１６年度の本件一時金の支給（その支給対象者及び支給金額については，甲

２及び甲５の３により下記オのとおり認められる。）については，平成１６年６月

９日及び同年１１月２９日に上記の市長決裁が行われ，その支出命令は，その支給

時にそれぞれの金額に応じた専決権者の専決により行われた（甲２）。
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ア 平成１２年度

基準日 ６月１５日 １２月１日

支給日 ６月３０日 １２月８日

支給対象者 ５３０人 ５７７人

支給金額 ２１２０万円 ２５９６万５０００円

合計４７１６万５０００円

イ 平成１３年度

基準日 ６月１５日 １２月１日

支給日 不 詳

支給対象者 ５５１人 ５９３人

支給金額 ２２０４万円 ２６６８万５０００円

合計４８７２万５０００円

ウ 平成１４年度

基準日 ６月１５日 １２月１日

支給日 ６月２８日 １２月１０日

支給対象者 ５９９人 ６４７人

支給金額 ２３９６万円 ２９１１万５０００円

合計５３０７万５０００円

エ 平成１５年度

基準日 ６月１５日 １２月１日

支給日 ６月３０日 １２月１０日

支給対象者 ７０４人 ７６３人

支給金額 ２８１６万円 ３４３３万５０００円

合計６２４９万５０００円

オ 平成１６年度

基準日 ６月１５日 １２月１日
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支給日 ６月３０日 １２月１０日

支給対象者 ７６１人 ８１０人

支給金額 ３０４４万円 ３６４５万円

合計６６８９万円

(3) 住民監査請求及び本訴の提起

ア 原告らは，平成１７年６月２４日，茨木市監査委員に対し，茨木市長は，条

例の根拠を欠く本件内規に基づき長年にわたり市長決裁のみで臨時職員の賃金等を

支給してきたのみならず，内規さえ設けずに毎年６月３０日に１人当たり４万円，

１２月１０日に１人当たり４万５０００円の違法な一時金を支給し，同市に対し５

年間で２億８０００万円以上，１０年間で５億６０００万円を下らない損害を与え

たにもかかわらず，同市長は，自らを含め市の三役，幹部職員ら違法不当な公金の

支出を受けた職員に対する損害賠償請求権ないし不当利得返還請求権の行使を怠っ

ているなどとして，同市長に対し，臨時職員に対する増給分（一時金）の支給が開

始された時から現在に至るまで違法な公金の支出に関与した市長，三役や幹部職員

個人に対し，同市の被った損害を填補するため平成１６年度の支給に係る増給分

（一時金）６７７５万円を含む５億６０００万円以上の金員の返還請求を行うなど

必要な措置を講じるとともに条例に基づかない給与その他の支給を今後取り止める

ことを求める住民監査請求（以下「本件監査請求」という。）をした。

イ 茨木市監査委員は，本件監査請求について，平成１５年度以前の増給分の支

給（本件一時金の支給）については地方自治法２４２条２項所定の期間を経過して

いるとして，平成１６年度の臨時的任用職員に対する増給分の支給（本件一時金の

支給）のみを監査対象事項とした上，上記増給分の支給（本件一時金の支給）につ

いては，その額や支給方法が条例又は条例で委任された規則で規定されておらず明

確さを欠くものとなっているが，賃金増給分を支給することそのものは妥当なとこ

ろであり，支給を受けた臨時的任用職員は任用に際し勤務状況等支給条件が合えば

賃金増給分が支給されることについて説明を受け，支給条件に合った勤務をしてい
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ることをも踏まえると，賃金増給分の支出により同市に損害が生じたということは

できないなどとして，平成１７年８月１９日付けで，原告らに対し，平成１６年度

に支給された増給分の返還請求など必要な措置を講じることの請求については理由

がない旨の監査結果の通知をするとともに，地方自治法２４２条４項に基づき，茨

木市長に対し，臨時的任用職員の賃金増給分を含む賃金，手当などの支給方法等に

ついて条例に定めるなど所要の措置を講じられたい旨の勧告（以下「本件勧告」と

いう。）をした。

ウ 原告らは，平成１７年９月６日，本訴を提起した。

４ 争点及び争点に関する当事者の主張

本件の争点は，① 本件訴えのうち平成７年度から平成１５年度までの本件一時

金の支給に係る部分は適法な住民監査請求の前置を欠くか，② 臨時的任用職員に

対し期末手当に相当する一時金を支給することが許されるか，③ 本件一時金の支

給は給与条例主義に違反するか，④ 本件一時金の支給は本件改正条例附則４項の

規定によってその支給時にさかのぼって適法なものとなったか，⑤ 本件一時金の

支給による茨木市の損害の有無，⑥ 本件一時金の違法な支給についてのｃ及びｂ

の故意又は過失の有無，であり，争点に関する当事者の主張は，次のとおりである。

(1) 本件訴えのうち平成７年度から平成１５年度までの本件一時金の支給に係

る部分は適法な住民監査請求の前置を欠くか（争点①）

（被告の主張）

ア 本件訴えのうち平成７年度から平成１５年度までの本件一時金の支給に係る

部分は，平成７年度から平成１５年度までの本件一時金の支給を対象とする住民監

査請求が当該支給が行われた日から１年を経過した後にされたものであり，地方自

治法２４２条２項ただし書にいう正当な理由もないから，適法な監査請求の前置を

欠き，不適法である。

イ 本件一時金の支給は，毎年度，予算に基づいて行われるとともに支出後の決

算手続を経ており，金額決定・支給に関する起案書，支出負担行為書や支出命令書
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等が作成されている。すなわち，本件一時金の支給については，毎年，１０月ころ，

茨木市企画財政部財政課（以下「財政課」という。）において庁内各課に対し次年

度の予算編成方針を記載した当該年度予算の編成について（通知）と題する書面

（乙３）及び当該年度の予算要求基準（乙４）を交付し，１１月ころ，特定の繁忙

事務のために臨時的任用職員を任用する場合（以下「Ａケース」という。）は臨時

的任用職員が配属される部署（以下「担当課」という。）において，正職員に欠員

が出た場合にこれを補充するために臨時的任用職員を任用する場合（以下「Ｂケー

ス」という。）は総務部人事課（以下「人事課」という。）において，それぞれ歳

出予算見積書（乙５の１，２）を作成して臨時的任用職員の賃金（本給）及び一時

金の予算要求を行う。その後，１１月ころから翌年２月ころにかけて，Ａケースで

は担当課，財政課及び人事課が協議の上，Ｂケースでは人事課と財政課が協議の上，

その結果を受けて，財政課において，予算内示用帳票（乙６の１，２）を作成し，

２月ころ，これを担当課（Ａケース）及び人事課（Ｂケース）に交付して査定結果

を内示する。そして，担当課（Ａケース）及び人事課（Ｂケース）において上記の

予算内示用帳票を確認した後，財政課において予算書（乙７の１，２）を作成し，

３月に開かれる定例市議会に予算案として提出する。市議会において予算が審議さ

れて議決がされれば予算が成立し，いわゆる議決書（乙８）が作成される。予算の

成立を受けて，Ｂケースでは人事担当部長が財政課の承認を得た上で人事課の賃金

予算を各課に配分するが，その際，予算分任決定書兼通知書（乙９）を作成する。

本件一時金の支出負担行為は，臨時的任用職員の任用期間が６か月であることから，

毎年４月及び１０月の半期ごとに，担当課において，臨時的任用職員を任用し，こ

れに本給及び一時金を支出することについての支出負担行為書（乙１０）を作成し，

企画財政部長の決裁手続を経る。そして，本件一時金の支給に際し，担当課におい

て支出命令書（乙１１）を作成し，支出命令がされる。本件一時金の支出後，決算

手続を経て，決算書が作成される。

本件一時金の支出手続において作成される上記各書類のうち，予算要求基準，歳
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出予算見積書，支出負担行為書及び支出命令書には，臨時的任用職員に対し，一時

金として１人当たり夏期に４万円，冬期に４万５０００円が支給されることが明記

されている。そして，上記各書類はすべて茨木市情報公開条例（平成１５年茨城市

条例第３５号）に基づく公文書公開請求の対象となる公文書であるとともに，予算

書及び決算書は，市役所内の情報ルームや市立図書館において閲覧することができ

るのみならず，上記歳出予算見積書は，平成１６年７月３０日に原告ａが茨木市情

報公開条例に基づく公文書公開請求を行い，その際，同原告からこれを市民に開示

するよう要望があったため，同年１０月１日以降，情報ルームに備置してこれを開

示することとし，同日平成１６年度の歳出予算見積書を備置し，平成１７年３月２

８日に平成１７年度の歳出予算見積書を備置している（もっとも，平成７年度から

平成１５年度の歳出予算見積書は備置していない。）。また，歳出予算見積書を情

報ルームに備置することについては，平成１６年９月下旬ころその旨原告ａに伝え

るとともに，歳出予算見積書の写しを交付するので取りに来るよう併せて伝えてい

る（もっとも，同原告がこれを受け取りに来たのはそれから４か月半が経過した平

成１７年２月１８日であった。）。

ウ また，茨木市においては，平成１３年１０月以降，茨木市のホームページに

おいて，市議会の本会議及び各種委員会の議事録を検索，閲覧することが可能とな

ったところ，平成１３年１２月１４日の茨木市議会総務環境常任委員会において，

本件一時金が具体的な支給金額等を含めて取り上げられ，人事課長の答弁内容等を

記載した議事録が平成１４年１０月１日には上記ホームページに掲載されていた。

エ 本件一時金の支出については，給与条例及び本件内規の存在及び内容並びに

臨時的任用職員に本件一時金を支出している事実及びその内容を知ることができれ

ば，住民が相当の注意をもって調査すれば客観的にみて監査請求をするに足りる程

度に当該行為の存在及び内容を知ることができた（最高裁平成１０年（行ツ）第６

９，第７０号同１４年９月１２日第一小法廷判決・民集５６巻７号１４８１頁参

照）というべきである。
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しかるところ，給与条例及び本件内規は，昭和６３年から茨木市役所の情報ルー

ムにおいて開示され，平成１３年１０月からは茨木市のホームページにも掲載され

ており，臨時的任用職員に対する本件一時金の支給根拠についてはだれでもその閲

覧が可能な状態にあった。また，臨時的任用職員に対して本件一時金が支給されて

いる事実については，予算要求基準，歳出予算見積書，支出負担行為書及び支出命

令書に明記されており，茨木市の住民であれば（平成１６年以降は住民に限らず何

人も）茨木市情報公開条例に基づく公文書公開請求を行うことによりその閲覧をす

ることが可能であったのみならず，平成１６年度以降の歳出予算見積書については，

平成１６年１０月１日以降，情報ルームに備置されていた上，原告ａに対しては，

同年９月下旬ころ，その旨伝えられるとともに平成１６年度の歳出予算見積書の写

しの交付が申し出られていた。さらに，平成１４年１０月１日には，本件一時金の

支給に関する答弁が行われた平成１３年１２月１４日の茨木市議会の総務環境常任

委員会の議事録が掲載されてその閲覧が可能な状態になっていたのである。

これらに加えて，茨木市においては本件一時金の支給対象となる臨時的任用職員

が毎年度数百人規模で在職していることからも明らかなように，本件一時金の支給

が特定少数の者に限定されるなどして他者から認識しづらい状況の下で行われてい

るようなものではないこと，茨木市では臨時的任用職員の採用に当たって一時金の

支給に関する説明をしているとともに，近隣の自治体においても臨時的任用職員に

対する同種の支給が行われている実態に照らし，本件一時金の支給制度の存在等は

広く一般に知られたものといえることなどの諸事情を併せ考えれば，本件一時金の

支給については，平成１４年１０月１日において住民が相当の注意力をもって調査

すれば客観的にみて監査請求をするに足りる程度に当該行為の存在及び内容を知る

ことができたというべきであり，遅くとも平成１６年１０月１日には当該行為の存

在及び内容を知ることができたというべきである。

仮に平成１４年１０月１日又は平成１６年１０月１日において住民が相当の注意

力をもって調査すれば客観的にみて監査請求をするに足りる程度に当該行為の存在
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及び内容を知ることができなかったとしても，原告ａは，平成１７年３月までの間

に茨木市情報公開条例に基づく公文書公開請求を２００件程度行って膨大な量の公

文書の公開を受けているほか，これまで提起した住民訴訟の件数が１６件に及ぶな

ど，少なからず茨木市の財政に興味と関心を有していたのであるから，その調査能

力にかんがみると，同原告及びその妻子を含めた原告らは，上記の各時期において

相当の注意力をもって調査すれば客観的にみて監査請求をするに足りる程度に当該

行為の存在及び内容を知ることができたと認めるに十分である。

オ しかるに，原告らによる本件監査請求が行われたのは平成１７年６月２４日

であって，平成１６年１０月１日を基準としたとしても，それから約９か月も経過

した後であり，監査請求をするに足りる程度に当該行為の存在及び内容を知ること

ができたと解される時から相当な期間内に監査請求をした（上記最高裁判決参照）

ということはできない。

カ 以上のとおりであるから，本件監査請求のうち，本件一時金の支給（公金の

支出）のうち平成１５年度以前に係るものを対象とする部分については，地方自治

法２４２条２項所定の監査請求期間を経過した後にされたものであり，同項ただし

書にいう正当な理由もないから，不適法というべきである。

（原告らの主張）

ア 住民が相当の注意力をもって調査すれば客観的にみて監査請求をするに足り

る程度に当該行為の存在及び内容を知ることができたということができるためには，

仮に「相当の注意力」について住民一般の平均的な注意力ではなく相当注意深い住

民のそれを要求する立場をとるとしても，地方公共団体から提供される情報に当該

情報に係る行為の適法，適正について合理的な疑いを抱かせる事実が含まれ，当該

行為の適否ないし当否についての監査の機会が実質的に保障されているといえる場

合でなければならない。

しかるところ，本件一時金の支給については，後記のとおり条例及び規則上の根

拠を欠き，被告が支給の根拠として援用する本件内規は例規集に掲載されていない
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のみならず，本件内規にすら本件一時金の支給に関する明示の規定は置かれておら

ず，本件内規７条１項ただし書の「日給又は時間給によらない場合は，任命権者が

別に定める」旨の規定によって具体的に本件一時金が支給されることやその内容を

知ることはできない。また，予算書及び決算書においても，歳出の「款」総務費，

「項」総務管理費，「目」一般管理費，「節」賃金の備考欄に「臨時雇」として各

課の臨時的任用職員に対する本件一時金を含めた賃金総支給額のみが計上されてい

るにすぎない。平成１６年度の歳出予算見積書が同年１０月１日から茨木市の情報

ルームに備置されているとしても，そもそも，地方自治法２４２条２項ただし書の

「正当な理由」の有無が問題となっている平成１５年度以前の本件一時金に係る同

年度以前の歳出予算見積書は備置されていない上，平成１６年度の歳出予算見積書

においても，本件一時金について「増給分」との表現で記載されているにすぎず，

本件一時金が支給されていることが明記されているとまでいうことはできないのみ

ならず，当該記載からは，本件一時金がその性質上定期的に支給されるものである

か否か，平成１５年度以前も同様に支給されていたか否かを判断し得るものでもな

い。さらに，支出負担行為書や支出命令書等の文書は，特に関心を持った住民によ

る情報公開請求に基づいて初めてその内容を知り得るものであるところ，一般住民

からすれば，臨時的任用職員に対する給与の支給は条例に基づき適正に行われてい

ると考えるのが普通であり，上記のような状況の下においては，それが違法，不正

に行われているという疑いを持ち得ないから，情報公開請求をすることにより容易

に本件一時金の存在や内容を知ることができたということはできない。

イ 被告が指摘する平成１３年１２月１４日の茨木市議会総務環境常任委員会に

おける質疑応答については，そもそもその議事録が茨木市のホームページに掲載さ

れたとしても，多数の会議の中から当該質疑応答部分を検索することは容易でない

から，これをもって本件一時金の支給の存在及び内容を住民が知り得る状態に置か

れたということはできない。仮に住民が上記議事録を閲覧することができたとして

も，上記委員会においては，市議会議員の質問は臨時的任用職員の通勤手当の格差
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を問題にしているにすぎず，本件一時金の支給の条例上の根拠を問題として取り上

げているものではなく，また，人事課長の答弁も，あくまでも臨時的任用職員の勤

務条件の是正策の一つとして述べているにすぎず，しかも，「増給分」という表現

がされているのみであって，それが本件一時金を指すものであるか否かすら必ずし

も明らかではないから，上記議事録の内容から住民が本件一時金が違法，不当に支

給されている可能性を認識することはあり得ず，本件一時金の支給について監査請

求をするに足りるだけの内容を知ることができたとは認められない。

また，臨時的任用職員が多数在籍していたとしても，その具体的な人数，配置等

の明細が公表されているわけではなく，本件一時金の支給が臨時的任用職員に説明

されていたとしても内部的なものにとどまるのであり，近隣の自治体で臨時的任用

職員に対する同種の支給が行われているとしても，そのような事実自体茨木市の住

民にとって把握し難いことであり，仮にそのような事実があったとしても，そのこ

とから本件一時金の支給が条例の根拠に基づかずに違法，不当に行われていること

を予想し得るものではない。

ウ 原告らは，臨時的任用職員に対する給与の支給分の中に本件のような違法な

増給分（本件一時金）が含まれていることを平成１７年２月末ごろの市民オンブズ

マンに対する情報提供を契機として調査を開始して初めて知るに至ったのであり，

原告ａにおいて同年３月４日付けで公文書公開請求をしたものの，同月２２日付け

部分公開決定がされて当該公文書の部分公開がされたのは同年４月８日であり，し

かも，茨木市の担当職員からは，上記請求に係る公文書の保存期間は５年であり，

平成１３年度分については資料を紛失していると説明され，本件監査請求に対する

監査結果の通知後の平成１７年９月１日になってようやく平成１３年度分について

明らかにするとともに，同日，同原告から追及されて，平成１１年度以前の本件一

時金の支給に関する資料の存在を認めるなどの秘密主義に徹していたものである。

エ 以上によれば，原告らが本件一時金の違法支給の事実を知り得たのは，平成

１７年４月８日ころ以降のことであり，当該時点においても本件一時金の支給に関
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する情報が一部しか開示されていなかったためその全体像を知ることはできなかっ

たのであり，本件一時金の違法支給について茨木市の住民が客観的に監査請求をす

るに足りる程度にその存在及び内容を知ることができたのは，原告らが本件監査請

求をしたころであるというべきである。したがって，本件監査請求のうち，本件一

時金の支給のうち平成１５年度以前に係るものを対象とする部分については，地方

自治法２４２条２項ただし書にいう正当な理由がある。

(2) 臨時的任用職員に対し期末手当に相当する一時金を支給することが許され

るか（争点②）

（被告の主張）

ア 地方自治法は，普通地方公共団体の議会の議員以外の非常勤の職員に対して

期末手当を支給することを許容しない趣旨のものと解されるが，同法２０３条１項

にいう「非常勤の職員」の意義については，「非常勤」という文言の一般的な意義

及び同項に例示列挙されている職員との同質性から判断して，職務内容が非恒常的

なものであり，かつ，日々連続した勤務が予定されていない職員を指すものと解す

べきであり，どのような職員が上記職員に該当するのかの判断は各普通地方公共団

体の合理的な裁量にゆだねられていると解すべきである。

イ 茨木市においては，正規任用職員について週５日の勤務が予定されているこ

ととの関係から，正規任用職員の２分の１以下の日数（週２日以下）勤務する職員

をもって職務内容が非恒常的なものであり，かつ，日々連続した勤務が予定されて

いない非常勤の職員であり，勤務日数が週３日以上の職員は常勤の職員であると解

している。このような取扱いは，地方公務員法３条３項３号に該当する職の勤務時

間が週２９時間以下であること及び国家公務員の非常勤の職員の勤務時間が常勤の

職員の４分の３を超えない範囲内で定められること（人事院規則１５－１５）をも

勘案して採用されたものであり，勤務日数が週３日以上とは，１週間単位でみて３

日以上の勤務をいうのであって，恒常的に週３日働くという意味であり，短期間に

集中的に勤務したもののその後勤務実態がないような職員は排除されることになる
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から，何ら不合理なものではなく，地方自治法が各普通地方公共団体にゆだねた裁

量を逸脱するものではない。

ウ 地方自治法にいう「常勤の職員」に対して期末手当を支給するか否かも各普

通地方公共団体の自由な裁量にゆだねられていると解される。しかるところ，期末

手当は，勤務先から給料（生活給）を支給されている者は，その給料で自己や家族

の生計を維持していることが多いため，生活費が一時的に増大する年末年始やお盆

を控えた時期にその生計費を補充するために支給する趣旨のものであるとともに，

勤務に対する功労という趣旨も含まれていることが一般的である。そこで，茨木市

においては，期末手当を支給するための要件として，臨時的任用職員のうち勤務形

態が週３日以上のもの，すなわち，「常勤の職員」に該当することに加えて，基準

日の２か月以上前から継続して雇用され，かつ，支給日において継続雇用されてい

るという要件を追加し，これらの要件を満たす者に対してのみ，期末手当に相当す

る本件一時金を支給してきたのである。このような取扱いは，地方自治法により各

普通地方公共団体にゆだねられた上記裁量を逸脱するものではなく，何ら違法と評

価されるものではない。

（原告らの主張）

ア そもそも，地方公務員法２２条２項，５項，本件内規２条の規定によれば，

臨時的任用職員は，本来，非常勤の職員として任用することが予定されており，地

方自治法２０３条が適用されるべきであるから，臨時的任用職員に対して期末手当

に相当する一時金（本件一時金）を支給することは許されない。

イ 地方自治法２０４条の２は，同法２０３条１項の非常勤の職員についても同

法２０４条１項の常勤の職員についても法律又はこれに基づく条例に基づかずには

いかなる給与その他の給付も支給することができない旨規定しているところからす

れば，非常勤の職員と常勤の職員との区別についても条例において定めなければな

らず，条例上これを区別せずに長や行政職の裁量で期末手当に相当する一時金を支

給することは許されない。しかるに，被告が主張するような常勤の職員と非常勤の
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職員との区別はもとより臨時的任用職員に対する一時金の支給基準についても，条

例にも内規にも何ら定められていない。のみならず，勤務日数が週３日以上か否か

によって常勤の職員と非常勤の職員とを区別することは，何らの合理的な根拠もな

い。人事院規則１５－１５も，非常勤の職員の勤務時間を規制しているにすぎない。

そもそも，勤務時間や勤務内容は，職種によって決まるものであり，常勤の職員か

非常勤の職員かで決まるものではないから，勤務時間の長短を基準として常勤の職

員か非常勤の職員かを区別し得るものではない。

(3) 本件一時金の支給は給与条例主義に違反するか（争点③）

（被告の主張）

本件一時金は，旧給与条例３６条の「この条例に定めるものの外，必要な事項は

規則で定める。」旨の規定を受けて定められた本件内規７条１項ただし書の「日給

又は時間給によらない場合は，任命権者が別に定める」旨の規定に基づく任命権者

である被告市長の定めに基づいて支給されていたものである。しかるところ，臨時

的任用職員は，地方公務員法３条３項各号に掲げる特別職のいずれにも該当しない

から，一般職に該当し，一般職の職員を適用対象とする旧給与条例が適用される

（もっとも，旧給与条例は，その人数も人件費の額も圧倒的に多い正職員等への適

用を前提として定められているところからして，各規定の文言あるいは趣旨，性質

等に照らし，臨時的任用職員の勤務時間，勤務形態や職務内容等と相容れないもの

については，臨時的任用職員に適用されないと解される。）。そして，旧給与条例

上臨時的任用職員について定めのない事項については，同条例３６条においてその

詳細を規則で定めるべく委任しており，そのような委任は地方公務員法等に違反す

るものではない。そして，本件内規は，その規定内容等に加えて公布手続を経てい

ることに照らすと，旧給与条例３６条にいう規則に該当するというべきである。し

たがって，本件一時金の支給は条例上の根拠を有するから，給与条例主義に違反す

るものではない。

（原告らの主張）
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ア 地方自治法２０４条３項は，「給料，手当及び旅費の額並びにその支給方法

は，条例でこれを定めなければならない。」旨規定し，同法２０４条の２は，いか

なる給与その他の給付も法律又はこれに基づく条例に基づかずにはこれを職員に支

給することができない旨規定し（給与条例主義），地方公務員法２４条６項，２５

条１項も同様の規定をして，同条３項において職員の給与に関し規定すべき事項を

具体的に明記して条例で定めるよう要求している。この給与条例主義の趣旨は，地

方公共団体の職員に対する給与の支給については住民自治の原則に基づく住民の同

意が必要であるところ，住民の代表者から成る議会がこれについて条例で定めるこ

とをもって住民の同意に代えることができるので，職員の給与については条例で定

める必要があること及び職員に対し給与条件を保障するためにはこれを地方公共団

体の最高規範である条例によって定める必要があることにある。そして，給与は職

員のみならず財政負担の大きさから住民にとっても重大な関心事であるので条例の

内容及びその運用について給料表などで明確にし，その内容も合理的なものである

必要がある。ところが，茨木市の条例には，臨時的任用職員に対する本件一時金の

支給に関し，これを根拠付ける規定が一切ないから，給与条例主義に違反する。

イ 被告は，旧給与条例上，臨時的任用職員について定めのない事項については，

その３６条においてその詳細を規則（具体的には本件内規）で定めるべく委任して

いると主張するが，このように，臨時的任用職員に対する一時金の支給根拠を条例

には直接定めずに包括的に規則に委任し，これにより市長が自己の判断で内規を定

めることができるとするのは，市長の自由裁量で恣意的に各種手当等の給与を支給

することを可能にするものであって，給与条例主義の趣旨を没却するものである。

また，本件内規は，その１条において「この内規は，地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２２条第５項，第７項に規定する職員の臨時的任用およびその職

員の給与，勤務条件および身分の取り扱い等に関し，必要な事項を定めることを目

的とする。」と定められているのみで，旧給与条例に依拠して定められたものとは

認められない。
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ウ 以上のとおりであるから，臨時的任用職員に対する本件一時金の支給は，地

方自治法２０４条の２，地方公務員法２５条１項に違反し，違法である。

(4) 本件一時金の支給は本件改正条例附則４項の規定によってその支給時にさ

かのぼって適法なものとなったか（争点④）

（被告の主張）

ア 本件監査請求に対する監査委員の本件勧告を受けて行われた本件改正後の給

与条例３６条２項は，「臨時的任用職員のうち規則で定める者については，規則で

定める通勤手当相当分及び期末手当相当分の賃金を支給することができる。」旨規

定することにより，臨時的任用職員に対する一時金の支給根拠を給与条例の中に明

示するとともに，本件改正条例附則４項として，「施行日の前日までに臨時的任用

職員に支給された賃金（通勤手当相当分及び期末手当相当分を含む。）は，この条

例及びこれに基づく規則の相当規定に基づき支給された賃金とみなす。」旨の規定

が設けられた。本件改正条例附則４項の趣旨は，本件改正条例の施行日（平成１７

年１２月１日）の前日までに行われた本件一時金の支給を含む臨時的任用職員に対

する賃金の支給について，その適法性を確認する立法意思の下に，そ及的に本件改

正後の給与条例を適用するという立法形式（その表現形式として「この条例及びこ

れに基づく規則の相当規定に基づき」との文言が用いられた。）をもって，その法

的根拠を付与するものであり，上記支給が仮に違法なものであるとしても，本件改

正後の給与条例及びこれに基づく規則の相当規定に基づき支給された賃金とみなす

ことによって，その支給を是認し，これをさかのぼって適法なものとするものと解

される。

イ 本件改正条例附則４項は，給与条例の適用を受け得る臨時的任用職員につい

て，これまでに支給された一時金について明確な法的根拠を付与し，その返還義務

を免除するものにすぎず，これら臨時的任用職員の権利を侵害し又は義務を課すも

のではないから，同項の規定により本件改正後の給与条例をさかのぼって適用する

ことも許容される。
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ウ 給与条例主義は，地方公共団体における給与の適正かつ公正な支給を確保す

べく，その支給につき議会のコントロール等を及ぼすためのものであり，給与条例

主義に違反する給与その他の給付の支給が行われた場合において議会が当該支給に

条例上の明確な根拠を与えるべくそ及適用を前提とした条例を制定したときは，事

後的にではあるが議会のコントロールが及んだものとして，従前の給与条例主義違

反の瑕疵は治癒されると解すべきである。これを本件についてみると，茨木市の行

政において臨時的任用職員が果たしている役割やその勤務実態等に照らして，本件

一時金の支給が妥当なものであって，同市には何ら損害が発生していないこと，明

確な支給条件の下に運用されており，恣意が入る余地のない公平なものであること，

支給手続も予算措置を講じた上で起案決裁を経るという正職員に対するものと全く

同じ内容であること，といった事情が存し，これらを総合すれば，仮に従前からの

本件一時金の支給が給与条例主義に違反する違法なものであったとしても，それは

軽微な手続的瑕疵にすぎないということができるから，上記のような議会の事後的

判断による瑕疵の治癒が認められることについて何の妨げもない。最高裁平成２年

（行ツ）第９６号同５年５月２７日第一小法廷判決（裁判集民事１６９号８９頁）

も，条例改正によって給与条例主義違反の状態がそ及的に治癒される余地があり得

ることを前提とした判示をしている。

給与条例主義には，普通地方公共団体の職員に対する給与の支給に関する民主的

統制を図るという趣旨に加えて，職員に対して職種ごとの法定の給与を権利として

保障するという趣旨も含まれていると解するとしても，既に行われた過去の給与の

支給については，支給時期，支給対象者及び支給額等が特定しているのであるから，

職員に対する権利保障という上記給与条例主義の趣旨を何ら損なうものではなく，

また，上記のとおり，本件改正によって本件一時金の支給に対する住民による民主

的統制が及んだことになるから，職員に対する給与の支給に関する民主的統制を図

るという給与条例主義の趣旨をも損なうものではない。

したがって，本件改正条例附則４項は，給与条例主義に違反せず，適法である。
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エ 本件改正条例附則４項は，前記のとおり，本件一時金の支給につき適法なも

のであるとの確認をする旨の立法者意思を反映したものであり，その表現形式とし

て「この条例及びこれに基づく規則の相当規定に基づき支給された賃金とみなす」

旨の文言が用いられたにすぎないから，同項の解釈に当たっては，上記立法者意思

が十分しんしゃくされるべきであり，その規定の形式に拘泥すべきではない。

また，本件改正条例附則４項の規定及び本件改正後の給与条例の規定に沿ってみ

ても，本件改正後の給与条例は次のとおり適法なものであり，当該適法な給与条例

にその法的根拠を置く本件一時金の支給は，本件改正条例附則４項によって適法な

給付であるということができる。

すなわち，普通地方公共団体の臨時的任用職員の制度は，一般職に属する正規職

員を中核とする人的体制を補完するものとして，また，その時々の行政需要に柔軟

に対処するための制度として，位置付けられているものであり，これらの点におい

て，普通地方公共団体の正規職員とは大きな差異が存する。地方自治法等の定める

給与条例主義の解釈適用に当たっても，正規職員と臨時的任用職員のこのような制

度上，性質上の差異をしんしゃくせざるを得ず，このことは地方自治法等の予定す

るところであり，普通地方公共団体の臨時的任用職員に対する給与は，条例におい

て報酬等の額及び支給方法の基本的基準のみを定め，その具体的な決定を当該普通

地方公共団体の規則又は長に委任することも，地方自治法２０３条及び２０４条の

２の各規定の許容するところである。本件改正後の給与条例は，臨時的任用職員に

対する期末手当相当分の賃金（本件一時金）の支給対象者及び支給額を規則におい

て定めるものとすることによりその支給根拠を明確にしているから，給与条例主義

に違反しない適法なものというべきである。

（原告らの主張）

ア 地方自治法が定める給与条例主義（同法２０３条５項，２０４条３項，２０

４条の２）は，あくまで給与が現実に支給される時点において条例上の根拠が存す

ることを必要とするものであり，条例に基づかずにされた給与の支給の違法性が支
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給後の条例改正により一律に治癒されるとすれば，議会の多数派の力により執行機

関がした過去の違法行為を適法とすることができることとなって，財務会計行為上

の適正化を図ろうとする給与条例主義の趣旨が没却されることとなる。また，平成

１７年１１月の臨時議会における本件改正条例の趣旨説明の中で，過去の臨時的任

用職員に対する一時金の支給が条例上の根拠を欠いておりそれを補うための条例改

正であることが明確に説明されておらず，趣旨説明に続く質疑応答の中でもこの点

について十分な審議が行われていたものと認めることはできない。したがって，本

件改正をもって過去の一時金の支給を是認しこれをさかのぼって適法とする趣旨に

基づくものということはできない。

イ 前掲最高裁第一小法廷判決は，町に継続任用されている一般職の職員につい

て町長が改正前の一般職の職員の給与に関する条例の昇給に関する規定に基づき実

施した特別調整が当該規定の定める昇給要件を満たしていなかった事案について，

「改正前の条例の規定に基づいて支給された給与を改正後の条例の規定による給与

の内払いとみなすものとしていることからすれば」町議会は改正条例の制定によっ

て町長のした特別調整及びこれに基づく増額給料分の支給の各行為自体を是認しこ

れをさかのぼって適法なものとしたものと解したものであって，地方公共団体の長

がした措置が議会の条例改正により当然に全面的なそ及効をもって適法なものにな

ると判断したものではなく，現実の支給時点において条例上の根拠を欠いているも

のを後から条例を制定することによって無条件でそのそ及効を認め適法なものとす

ることまで是認する趣旨の判示と解することはできず，また，本件のような任用期

間が限定された臨時的任用職員であって本件改正の時点では既に退職している者に

ついては過去にさかのぼって事後払いする必要がないところからしても，本件は上

記最高裁判決とその事案を異にし同判決の射程外にある。

ウ 仮に過去の給与の支給の違法が本件改正条例附則４項による改正後の給与条

例のそ及適用によって治癒されるとしても，そのそ及適用の範囲は限定的に解され

なければならないところ，本件改正条例附則には，いつからそ及適用するのかにつ
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いての定めがなく，具体的なそ及適用の範囲が無限定であるから，このような附則

の規定によって無制限に過去の一時金支給対象者のすべてについてさかのぼって本

件改正後の給与条例等に基づき本件一時金を支給されたものとみなすことは，給与

条例主義に違反し許されず，本件改正後の給与条例のそ及適用は，本件改正条例の

制定時点から施行日の前日までに支給された分について適用されるものと解すべき

である。

(5) 本件一時金の支給による茨木市の損害の有無（争点⑤）

（被告の主張）

ア 本件一時金の支給が違法であったとしても，その支給の結果茨木市に損害が

生じたといえるか否かは，本来されるべきではない一時金の支給がされたという点

のみならず，本件一時金の支給を受けた臨時的任用職員の行った業務内容との関係

で本件一時金の支給が相当な対価関係にあると認められるか否かという観点から検

討すべきである。しかるところ，茨木市においては，臨時的任用職員が存在しなけ

れば住民に対する円滑な行政サービスの提供は不可能であって，臨時的任用職員を

採用する必要性が存することに加えて，後記のとおり，茨木市の臨時的任用職員は，

その賃金自体が低額である上，本件一時金の額も低額であることからすれば，臨時

的任用職員の業務は比較的低廉な対価でされていたということができるのであって，

臨時的任用職員に対し通常の賃金に加えて年２回の一時金（本件一時金）を支給し

て初めてその勤務の対価として相当な額になるということができる。したがって，

仮に本件一時金の支給が違法であったとしても，臨時的任用職員に対してされた給

付全体を見れば，従事した業務と相当な対価関係（むしろ低廉な対価関係であ

る。）にあるということができる上，本件一時金の支給は人材の有効活用に結びつ

くものでもあるから，その支給によって茨木市には何ら損害は発生していないとい

うべきである。

イ 茨木市を含む北大阪地域における民間企業アルバイト職員の平成１５年度に

おける平均時給は９７９．７円であって，このようなアルバイト職員が茨木市の事
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務職の臨時的任用職員の勤務時間である７．２５時間稼働した場合の日給は７１０

２．８円，上記臨時的任用職員の年間勤務日数（約２４０日）稼働した場合の賃金

は１７０万４６７２円となるところ，事務職の臨時的任用職員の賃金日額は６１０

０円，上記年間勤務日数を勤務した場合の賃金は１４６万４０００円であって，本

件一時金の年間支給額８万５０００円を加えても１５４万９０００円にすぎず，上

記アルバイト職員の賃金を大幅に下回る。このような事実は，本件一時金を含めた

臨時的任用職員の賃金がその勤務の対価としてむしろ低額とさえいい得るものであ

る上，本件一時金を支給しなければ優秀な人材を臨時的任用職員として確保するこ

とが一層困難となり，茨木市の行政全体の円滑な運営に支障を来すおそれがあるこ

とを示すものである。

ウ 臨時的任用職員の職務内容が一般的に正職員の補助的なものであることから，

事務職で最も低額の給与受給者である高校卒新規採用の正職員との比較をしても，

上記正職員に対する給与日額は８４５１円となって事務職の臨時的任用職員の賃金

日額６１００円を大きく上回る。臨時的任用職員を採用することができないときは，

正職員の残業等により対処しなければならないところ，正職員の残業により対処す

る場合には２５％の時間外勤務手当の支給を要し，また，正職員の増員により対処

する場合には他に期末手当や勤勉手当等の支給を要することとなって，更に多額の

人件費を要することとなる。このような観点からも，本件一時金を含めた臨時的任

用職員の賃金こそがその勤務の対価として相当なものというべきである（むしろ低

額とさえいい得るものである。）。

エ 国土交通省大阪航空局においては，事務補助の非常勤職員に対する賞与とし

て６月期にはその日給（７０００円ないし８０００円）の１０．５日分を，１２月

期にはその日給の２３．５日分をそれぞれ支給するものとされており，国が上記非

常勤職員に対して支給している賞与額との比較においても，本件一時金の支給額は

相当なものというべきである。

オ 茨木市議会においては，過去に，臨時的任用職員の賃金が低く，本件一時金



- 29 -

を含めてようやく相当な額に達する旨の質疑応答がされていたこともあり，市議会

議員から臨時的任用職員の賃金が低い旨の質問がされること自体，本件一時金を含

めた賃金が臨時的任用職員の勤務の対価として低廉でこそあれ相当な範囲を超えて

高額に及ぶものでないことを端的に示すものである。市の歳出削減のために正規職

員を減員した上での臨時的任用職員の増員が検討されたこともあったことからみて

も，臨時的任用職員が他の形態の職員に比べて低賃金で業務を行っていたことが明

らかである。

（原告らの主張）

臨時的任用職員に対する本件一時金の支給額は，下記のとおりであるところ，当

該支給は条例上の根拠を欠く違法なものであるから，当該違法な本件一時金の支給

により，茨木市には，その支給額相当額（合計５億１５０３万５０００円。うち前

市長ｃの在職中に係るもの４億４７２８万５０００円，現市長ｂの在職中に係るも

の６７７５万円。なお，平成７年度から平成１１年度までの支給金額については，

茨木市が資料を提出しないため，平成１２年度と同額と想定して計算した。）の損

害が生じている。

記

年 度 支給者数 支給金額

平成７年度ないし平成１１年度 ２億３５８２万５０００円

平成１２年度 上半期 ５３０ ２１２０万００００円

下半期 ５７７ ２５９６万５０００円

平成１３年度 上半期 ５５１ ２２０４万００００円

下半期 ５９３ ２６６８万５０００円

平成１４年度 上半期 ５９９ ２３９６万００００円

下半期 ６４７ ２９１１万５０００円

平成１５年度 上半期 ７０４ ２８１６万００００円

下半期 ７６３ ３４３３万５０００円
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平成１６年度 上半期 ７６０ ３０４０万００００円

下半期 ８３０ ３７３５万００００円

(6) 本件一時金の違法な支給についてのｃ及びｂの故意又は過失の有無（争点

⑥）

（被告の主張）

ア 平成１９年４月２５日現在においてすら，大阪府及び同府内各都市（合計３

４団体）において臨時的任用職員等の給与について，条例上具体的な額を規定して

いる団体は皆無であり，具体額の決定を規則又は任命権者に委任している団体は１

０団体，臨時的任用職員の給与に関して何ら条例の定めがない団体が２４団体存す

るのであって，このように臨時的任用職員等の給与等を条例で規定していない団体

が大半である現状においては，茨木市において本件一時金の支給が給与条例主義に

違反するとの認識を持つことは困難であったということができる。しかるところ，

臨時的任用職員に対する本件一時金の支給については，その支給が開始された昭和

５６年ころから平成１７年度までの間に，原告らによる本件監査請求以外にその支

給が違法である旨の指摘がされたことはなく，昭和５５年９月２６日自治給第４０

号各都道府県知事，各政令指定都市市長あて自治事務次官通知が出された以降も，

自治省や大阪府から本件一時金の支給が給与条例主義の観点から問題があるといっ

た指導を受けたことも，議会やマスコミ等によって当該支給が違法であるとの指摘

をされたこともなかった。のみならず，本件一時金の支給は，その根拠法規として

旧給与条例や本件内規が存在し，これらに基づく所定の手続を履践していたのであ

る。以上のとおり，前市長のｃが茨木市の市長に就任した平成４年当時において，

既に過去１２年近くにわたり，旧給与条例及び本件内規に基づいて本件一時金の支

給が行われており，また，現市長のｂが茨木市の市長に就任した平成１６年当時に

おいては，過去２５年近くにわたり本件一時金の支給が行われており，上記のよう

な状況の下においては，ｃもｂも本件一時金の支給に関する規定が給与条例主義に

違反するおそれがあることを容易に知り得たということはできない。また，本件一



- 31 -

時金の支給額自体も相当なものである。これらの事情からすれば，本件一時金の支

給に関して，ｃ及びｂには，故意はもとより過失も認められないというべきである。

イ ｃ及びｂは，旧給与条例に基づいて本件一時金の支給を行ってきたのである

から，同人らに本件一時金の支給について過失が存在したということができるため

には，同人らにおいて，本件一時金の支給に際して旧給与条例及び本件内規を改正

し，本件一時金の支給を廃止すべきであったにもかかわらず，これをしなかったと

いうことを要する。そして，前記アにおいて述べたような状況の下においては，ｃ

及びｂに過失があるというためには，同人らが市長就任後直ちに条例等の法規やそ

の運用状況について問題視されていると否とを問わずその一切を懐疑的に検証しそ

れぞれの法規ないし運用に内包される問題点を洗い出さなければならなかったとい

えることが前提となるところ，そのような行為が行われなかったことをもって同人

らの過失と認めることは，市長の職務内容の実態を無視した不可能を要求するもの

に等しく，妥当ではない。

（原告らの主張）

普通地方公共団体の長は，職員の給与その他の公金の支出については，地方自治

法１３８条の２以下の執行機関としての法令遵守，誠実な管理執行義務，同法１５

７条以下の監督権限及び責務に照らし，同法及びそれに基づく命令又は適法な条例

に基づいてその職務を遂行すべきであり，法令や条例の不知は違法な公金の支出が

行われた場合における無過失の理由となり得ない。しかるところ，臨時的任用職員

に対する本件一時金の支給については，条例の根拠を欠くから，茨木市の前市長及

び現市長であるｃ及びｂは，法律及びこれに基づく条例の根拠がないことを知りつ

つ本件一時金を支給したのであって，当該違法な公金の支出について故意があり，

また，法律及びこれに基づく条例の根拠がないことについての不知は，同人らの過

失というべきである。

第３ 当裁判所の判断

１ 本件訴えのうち平成７年度から平成１５年度までの本件一時金の支給に係る
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部分は適法な住民監査請求の前置を欠くか（争点①）

(1) 本件監査請求は，茨木市が平成７年度から平成１６年度にかけて臨時的任

用職員に対してした本件一時金の支給に係る公金の支出を対象とするものであるこ

とは，本件監査請求に係る請求書（茨木市職員措置請求書。甲１の１）の記載に照

らして明らかであるところ，前記前提事実によれば，本件監査請求のうち平成１５

年度以前の本件一時金の支給を対象とする部分は，当該公金の支出から１年を経過

した後にされたものであることが明らかである。そこで，上記部分について地方自

治法２４２条２項ただし書にいう「正当な理由」があるか否かについて検討する。

(2) 前記法令等の定め及び前記前提事実によれば，平成１６年度以前の本件一

時金の支給については，旧給与条例にも本件内規にも直接これについて定めた明文

の規定がなく，旧給与条例３６条の「この条例に定めるものの外，必要な事項は規

則で定める。」旨の規定及び本件内規７条１項ただし書の「日給又は時間給によら

ない場合は，任命権者が別に定める。」旨の規定に基づく市長決裁により行われて

きたものである事実が認められ，また，乙７及び弁論の全趣旨によれば，茨木市の

平成１６年度一般会計予算書においても，歳出の「款」総務費，「項」総務管理費，

「目」一般管理費，「節」賃金の区分にその「細節」を「臨時雇」として，あるい

は，歳出の「款」民生費，「項」児童福祉費，「目」児童福祉総務費，「節」賃金

の区分にその「細節」を「臨時雇」として，それぞれ臨時的任用職員に対する本件

一時金を含めた賃金総支給額のみが計上されているにすぎず，平成１５年度以前の

予算に係る予算書においても同様であったと推認される。

もっとも，乙４，乙５の１，２，乙１８，証人ｄの証言及び弁論の全趣旨によれ

ば，平成１６年度予算の作成手続において平成１５年１０月ころ財政課が作成して

各課に交付した平成１６年度予算要求基準（乙４）には，「歳出予算節別要求基

準」の「賃金」の節にその細節を「臨時雇」として，「【増給分】〈夏期〉４０，

０００円×人数 〈年末〉４５，０００円×人数 （ただし，基準日（６／１５，

１２／１）からさかのぼって２か月前から勤務している者のみ）」との記載がされ
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ていること，上記予算要求基準を受けて各課において平成１５年１１月ころ予算要

求のために作成した歳出予算見積書（乙５の１，２）には，款項目「児童福祉総務

費」の節「賃金」，細節「臨時雇」の「積算基礎」欄には，「児童手当事務臨時職

員９３０ ６，１００円×１４２日×１人＝８６７ １６０円×１４２日×１人＝

２３ ４０，０００円×１人＝４０」，款項目「一般管理費」の節「賃金」，細節

「臨時雇」の「積算基礎」欄には，「増給分 ＠４０，０００×６７人＝２，６８

０ ＠４５，０００×６７人＝３，０１５」などと記載されていること，歳出予算

見積書は平成１６年１０月１日以降茨木市庁舎の情報ルームに備置して住民の閲覧

に供していること，平成１７年度以降の歳出予算見積書については，議会において

予算が議決された段階（３月末ころ）で情報ルームに備置する扱いとしていること，

なお，旧給与条例のみならず本件内規も茨木市の例規集に掲載され，昭和６３年以

降茨木市庁舎情報ルームに備置され閲覧に供されているほか，平成１３年１０月以

降は同市のホームページに掲載されていること，以上の事実が認められ，平成１５

年度以前の予算に係る予算要求基準及び歳出予算見積書においても上記と同様の記

載がされていたものと推認される。

また，甲１の７，８，乙１０，１１，１８，証人ｄの証言及び弁論の全趣旨によ

れば，本件一時金の支給手続においては，臨時的任用職員の任用期間である６か月

に合わせる形で，毎年４月及び１０月の半期ごとに，臨時的任用職員を任用する各

課において，臨時的任用職員を任用し賃金及び本件一時金を支払うことについての

支出負担行為書が作成され，毎年６月及び１２月の各支給時には，各課において支

出命令書が作成されて，それぞれ決裁手続を経るところ，平成１６年４月１日に決

裁された件名をいずれも「契約課臨時職員賃金」とする支出負担行為書及び同年９

月３０日に決裁された支出負担行為書（甲１の７，乙１０）には，必要経費の内訳

として，それぞれ「増給分 ＠４０，０００円×１人＝４０，０００円」，「増給

分 ＠４５，０００円×１人＝４５，０００円」と記載され，同年６月１４日発行

の「契約課臨時職員賃金上半期増給分」に係る支出命令書（乙１１）及び同年１２
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月１日発行の「契約課臨時職員賃金下半期増給分」に係る支出命令書（甲１の８）

には，上記のとおりその内容が記載されるとともに，その支給額（それぞれ４万円

及び４万５０００円）が記載されていること，以上の事実が認められ，平成１５年

度以前の本件一時金の支給に係る支出負担行為書及び支出命令書にも同様の記載が

されていたものと推認される。

さらに，乙１，１８，証人ｄの証言及び弁論の全趣旨によれば，本件一時金の支

給は遅くとも昭和５６年ころから行われていること，臨時的任用職員の任用に当た

っては，応募者に対し，勤務条件の一つとして，本件一時金の額及びその支給時期

についても説明していること，平成１３年１２月１４日に開催された茨木市議会平

成１３年総務環境常任委員会において，委員から，臨時的任用職員に対する通勤手

当が再任用の職員と比べてもあまりに低く，この格差についてどういう見解を持っ

ているかという質問がされ，ｄ人事課長から，臨時的任用職員の勤務条件について，

賃金と増給分，手当，すべてトータルで考えており，他市との均衡等も考えてその

勤務条件の是正に努めており，この３年間で正規職員には勤勉手当０．５５か月の

削減があり，この分に見合う増給分，６月期で４万円，１２月期で４万５０００円

を支給しているといった内容の答弁をしており，上記の質疑応答が記載された議事

録は，遅くとも平成１４年１０月１日には茨木市のホームページに掲載されていた

こと，原告ａは，平成１６年７月３０日，茨木市情報公開条例に基づき平成１６年

度歳出予算見積書を含む公文書の公開請求をするとともに同歳出予算見積書を住民

に開示するよう要望し，茨木市の担当職員は，同原告に対し，同年９月下旬ころ，

同歳出予算見積書の写しを交付するのでこれを取りに来るよう伝えたが，同原告は

平成１７年２月１８日になってこれを受領したこと，以上の事実が認められる。

上記認定事実によれば，茨木市においては，約４０年にわたり，臨時的任用職員

に対して本件内規に基づく日給又は時間給の賃金とは別に期末手当に相当する本件

一時金が支給され，本件一時金の支給は臨時的任用職員の任用に当たり勤務条件の

一つとして応募者に説明されるなどその存在が秘匿されていたものではなく，しか
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も，その支給対象も，平成１２年度以降に限ってみても，約５００人ないし８００

人もの数に及んでいることに加えて，本件一時金は予算要求基準書，歳出予算見積

書，支出負担行為書及び支出命令書に「増給分」としてその金額等が明記され，こ

れらの公文書は茨木市情報公開条例に基づく情報公開の対象となっており，しかも，

平成１６年度以降の歳出予算見積書は，平成１６年１０月１日以降，市庁舎情報ル

ームに備置されて住民の閲覧に供されている（平成１６年度の歳出予算見積書は同

日備置されている。）のみならず，同市の担当者により臨時的任用職員に対し増給

分として６月期に４万円，１２月期に４万５０００円をそれぞれ支給している旨の

答弁が記載された同市議会総務環境常任委員会の議事録が平成１４年１０月１日に

は茨木市のホームページに掲載されていたというのであり，これらに記録された本

件一時金の支給に関する情報と同市の例規集に掲載された旧給与条例及び本件内規

を照合すれば，本件一時金の条例上の根拠の有無について一定の判断を容易に行う

ことができるというべきである。このような事実関係の下においては，遅くとも平

成１６年１０月１日までには，茨木市の住民が相当の注意力をもって調査を尽くせ

ば，平成１６年度の本件一時金の支給みならず平成１５年度以前の本件一時金の支

給についても，監査請求をするに足りる程度にその存在及び内容を知ることが容易

にできたものというべきである。

しかるところ，本件監査請求は，上記時点から約９か月を経過した後にされたも

のであるから，監査請求をするに足りる程度に上記の本件一時金の支給の存在及び

内容を知ることができた時から相当な期間を経過した後にされたものというほかな

い。そうであるとすれば，本件監査請求のうち平成１５年度以前の本件一時金の支

給を対象とする部分は，当該公金の支出から１年を経過した後にされたことについ

て，地方自治法２４２条２項ただし書にいう「正当な理由」があるということはで

きない。

(3) 以上検討したところによれば，本件訴えのうち，平成１５年度以前の本件

一時金の支給に係る部分，すなわち，平成７年度から平成１５年度までの本件一時
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金の支給に係る部分については，適法な住民監査請求の前置を欠くことになるから，

その余の点について判断するまでもなく，不適法というべきである。

そこで，以下，原告らの本訴請求のうち平成１６年度の本件一時金の支給に係る

部分について，その理由の有無を検討することとする。

２ 普通地方公共団体の常勤の職員と非常勤の職員の給与等に関する法令の規定

とその沿革等

(1) 地方自治法の関係規定

前記第２の２(1)のとおり，地方自治法は，普通地方公共団体の非常勤の職員

（短時間勤務職員を除く。）については，これらの者に対し報酬を支給しなければ

ならないとし（２０３条１項），非常勤の職員の中議会の議員以外の者に対する報

酬は，その勤務日数に応じてこれを支給するが，ただし，条例で特別の定めをした

場合は，この限りでないとし（同条２項），非常勤の職員は，職務を行うため要す

る費用の弁償を受けることができるものとし（同条３項），議会の議員については，

普通地方公共団体は，条例で，期末手当を支給することができるものとし（同条４

項），報酬，費用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法は，条例でこれを定め

なければならない旨規定している（同条５項）。もっとも，地方公営企業等の労働

関係に関する法律附則５項により，地方公務員法５７条に規定する単純な労務に雇

用される一般職に属する地方公務員であって，地方公営企業又は特定地方独立行政

法人に勤務する一般職に属する地方公務員以外のものについては，特別の法律が制

定施行されるまでの間は，地方公営企業法３８条の規定が準用され，これらの者の

給与は給料及び手当とされて（同条１項），給与の種類及び基準は条例で定めるも

のとされている（同条４項）。

他方，地方自治法は，普通地方公共団体の常勤の職員及び短時間勤務職員につい

ては，これらの者に対し給料及び旅費を支給しなければならないとし（２０４条１

項），普通地方公共団体は，条例で，これらの職員に対し，期末手当，退職手当等

の手当を支給することができるとし（同条２項），給料，手当及び旅費の額並びに
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その支給方法は，条例でこれを定めなければならない旨規定している（同条３項）。

そして，地方自治法２０４条の２は，普通地方公共団体は，いかなる給与その他

の給付も法律又はこれに基づく条例に基づかずには，これを同法２０３条１項の職

員及び同法２０４条１項の職員に支給することができない旨規定している。

以上のとおり，地方自治法は，普通地方公共団体の常勤の職員と非常勤の職員と

で給与等の支給について異なった制度を設けているが，同法には，普通地方公共団

体の議会の議員，長等と常勤の職員との兼職禁止に関する規定（９２条２項，１４

１条２項，１６６条２項等），臨時又は非常勤の職以外の普通地方公共団体の職員

の定数は条例で定める旨の規定（１７２条３項，１９１条２項，２００条６項）及

び一定の職について常勤ないし非常勤とする旨の規定（１７４条４項，１８０条の

５第５項，１９６条４項，５項，２０２条の３第２項）等が個別的に規定されてい

るのみで，常勤の職員及び非常勤の職員についての一般的な定義規定は置かれてい

ない。

(2) 地方公務員法の関係規定

地方公務員法は，地方公務員の職を一般職と特別職とに分けるものとし（３条１

項），一般職は特別職に属する職以外の一切の職とするものとし（同条２項），特

別職は，同条３項１号ないし６号に掲げる職とするものとしており（同項本文），

同項において，特別職として，法令又は条例，地方公共団体の規則若しくは地方公

共団体の機関の定める規程により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに

準ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの（同項２号），臨時又

は非常勤の顧問，参与，調査員，嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職（同項３

号），非常勤の消防団員及び水防団員の職（同項５号）等を規定している。他方で，

同法は，一般職に属する非常勤職員の存在を前提とした規定を置いている（２２条

１項，２５条３項５号等）。そして，同法は，一般職に属するすべての地方公務員

（同法において「職員」というものとされている。）について同法の規定を適用す

るが，特別職に属する地方公務員については，法律に特別の定めがある場合を除く
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外，同法の規定を適用しないものとしている（４条１項，２項）。その上で，同法

は，一般職に属する地方公務員（同法にいう職員）の任用の特例として，前記第２

の２(2)のとおり，臨時的任用の制度を規定している（２２条）。また，同法は，

同法にいう職員の給与，勤務時間その他の勤務条件として，職員の給与は，生計費

並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情

を考慮して定められなければならないとし（２４条３項），職員の勤務時間その他

職員の給与以外の勤務条件を定めるに当たっては，国及び他の地方公共団体の職員

との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない旨規定し（同

条５項），職員の給与，勤務時間その他の勤務条件は，条例で定める旨規定し（同

条６項），同法２５条１項は，職員の給与は，同法２４条６項の規定による給与に

関する条例に基づいて支給されなければならず，これに基づかずにはいかなる金銭

又は有価物も職員に支給してはならない旨規定し，同法２５条３項５号は，給与に

関する条例には，非常勤職員の職及び生活に必要な施設の全部又は一部を公給する

職員の職その他勤務条件の特別な職があるときは，これらについて行う給与の調整

に関する事項を規定するものとする旨規定している。

(3) 国家公務員に関する法令の関係規定

国家公務員法も，国家公務員の職を一般職と特別職とに分けるものとし（２条１

項），一般職は特別職に属する職以外の国家公務員の一切の職を包含するものとし

（同条２項），特別職は同条３項１号ないし１７号に掲げる職員の職とするものと

しているが（同項本文），同項においては，特別職として，内閣総理大臣（同項１

号），国務大臣（同項２号），人事官及び検査官（同項３号），内閣法制局長官

（同項４号），就任について選挙によることを必要とし，あるいは国会の両院又は

一院の議決又は同意によることを必要とする職員（同項９号），宮内庁長官，侍従

長，東宮大夫，式部官長及び侍従次長等（同項１０号），特命全権大使，特命全権

公使，特派大使，政府代表，全権委員等（同項１１号），裁判官及びその他の裁判

所職員（同項１３号），国会職員（同項１４号），国会議員の秘書（同項１５号），
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防衛省の職員（同項１６号）等が掲げられているにとどまり，これらに該当しない

非常勤の国家公務員は広く一般職に属するものとしている。そして，同法は，一般

職に属するすべての職について同法の規定を適用する（同条４項）が，同法の改正

法律により別段の定めがされない限り，特別職に属する職には同法の規定を適用し

ないものとし（同条５項），政府は，一般職又は特別職以外の勤務者を置いてその

勤務に対し俸給，給料その他の給与を支払ってはならない旨規定している（同条６

項）。その上で，同法は，一般職に属する国家公務員（同法にいう職員）の任用の

特例として，地方公務員の場合とほぼ同旨の臨時的任用の制度を規定し（６０条。

同条１項は，任命権者は，人事院規則の定めるところにより，緊急の場合，臨時の

官職に関する場合又は任用候補者名簿がない場合には，人事院の承認を得て，６月

を超えない任期で，臨時的任用を行うことができ，この場合において，その任用は，

人事院規則の定めるところにより人事院の承認を得て，６月の期間で，これを更新

することができるが，再度更新することはできない旨規定している。），また，同

法にいう職員の給与について，職員の給与は，法律により定められる給与準則に基

づいてされ，これに基づかずにはいかなる金銭又は有価物も支給されることはでき

ない旨規定し（６３条１項），給与準則には俸給表が規定されなければならない旨

規定し（６４条１項），その６５条において給与準則に定めるべき事項について規

定している。

国家公務員法２条に規定する一般職に属する職員の給与に関する事項について，

一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号。以下「給与法」とい

う。）が定められている。給与法は，いかなる給与も，法律又は人事院規則に基づ

かずに職員に対して支払い，又は支給してはならないとし（３条２項），公務につ

いて生じた実費の弁償は，給与には含まれないとし（同条３項），６条１項及び別

表において俸給表の種類及び各俸給表を定め，６条１項の俸給表は，２２条及び附

則３項に規定する職員以外のすべての職員に適用するものとしている（６条２項）。

そして，同法２２条は，非常勤の職員の給与について，委員，顧問若しくは参与の
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職にある者又は人事院の指定するこれらに準ずる職にある者で，常勤を要しない職

員（再任用短時間勤務職員を除く。以下同じ。）については，勤務１日につき，３

万５３００円（その額により難い特別の事情があるものとして人事院規則で定める

場合にあっては，１０万円）を超えない範囲内において，各庁の長が人事院の承認

を得て手当を支給することができるものとし（１項），同項に定める職員以外の常

勤を要しない職員については，各庁の長は，常勤の職員の給与との権衡を考慮し，

予算の範囲内で，給与を支給するものとし（２項），１項及び２項の常勤を要しな

い職員には，他の法律に別段の定めがない限り，これらの項に定める給与を除く外，

他のいかなる給与も支給しない旨規定している（３項）。

一般職の職員の勤務時間，休暇等に関する法律（平成６年法律第３３号。以下

「勤務時間法」という。）２３条は，常勤を要しない職員（再任用短時間勤務職員

を除く。）の勤務時間及び休暇に関する事項については，同法５条から２２条まで

の規定にかかわらず，その職務の性質等を考慮して人事院規則で定める旨規定し，

人事院規則１５－１５第２条は，非常勤職員の勤務時間は，日々雇い入れられる非

常勤職員については１日につき８時間を超えない範囲内において，その他の非常勤

職員については常勤職員の１週間当たりの勤務時間の４分の３を超えない範囲内に

おいて，各省各庁の長の任意に定めるところによる旨規定している。

(4) 地方公務員及び国家公務員に関する法令の関係規定の変遷等

ア 国家公務員

(ア) 昭和２２年１０月に制定された国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号。

昭和２３年７月１日施行）においては，「顧問，参與，委員その他これらに準ずる

職員で，法律又は人事委員会規則で指定するもの」及び「單純な労務に雇用される

者」は特別職とされ（同法２条３項１３号，１４号），同法の改正法律により別段

の定めがされない限り同法を適用しないものとされた（同法２条５項）。昭和２３

年５月，政府職員の新給與実施に関する法律（昭和２３年法律第４６号。以下「新

給与実施法」という。）が公布，施行されたが，制定当時の新給与実施法には非常
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勤の職員についての定めが置かれなかった。他方で，制定当時の国家公務員法６０

条は，一般職の職員の任用の特例として臨時的任用の制度を規定していた。

(イ) その後，昭和２３年法律第２２２号による国家公務員法２条３項の改正に

より，顧問，参与，委員等及び単純な労務に雇用される者も一般職の職員として国

家公務員法を適用するものとされた（上記改正法は昭和２３年１２月３日施行され

た。）。そして，昭和２３年法律第２６５号による改正後の新給与実施法２８条は，

委員，顧問若しくは参与の職にある者又は人事院の指定するこれらに準ずる職にあ

る者で常勤を要しない職員については，勤務１日につき１０００円を超えない範囲

内において，各庁の長が新給与実施本部長の承認を得てその給与を支給することが

できる旨及びこれらの職員には他のいかなる給与も支給しない旨規定し（なお，昭

和２４年法律第２８０号による改正により新給与実施本部長の承認が人事院の承認

に改められた。），上記改正後の新給与実施法２９条は，政府に対する不正手段に

よる支拂請求の防止等に関する法律（昭和２２年法律第１７１号）２条２項の規定

による一般職種別賃金の適用を受ける職員については，新給与実施法の規定にかか

わらず，政府に対する不正手段による支拂請求の防止等に関する法律の規定に基づ

いて給与を支給する旨規定したが，新給与実施法２８条又は２９条の適用を受ける

職員以外の非常勤の職員についての規定を欠いており，この間隙を埋める趣旨で，

人事院規則９－１（昭和２４年１月１日適用）２項において，１時間又は１日を単

位として勤務する者で，常勤を要しない職員の給与については，新給与実施法２８

条に規定する者（人事院規則９－１第１項に規定する職員を含む。）及び新給与実

施法２９条に規定する者を除いて，なお従前の例によることができる旨規定され，

実態としては従前と同様に各庁の長の裁量により決定する給与を支給するものとさ

れていた。

(ウ) 昭和２４年５月３１日，人事院規則８－７（非常勤職員の任用），８－８

（臨時職員制度の廃止）及び１５－４（非常勤職員の勤務時間及び休暇）が施行さ

れて国家公務員における非常勤職員制度が整備され，人事院規則１５－４第１項に
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おいて「非常勤職員の１週間の勤務時間は，常勤職員の１週間の勤務時間の４分の

３をこえない範囲内において任命権者の任意に定めるところによる。」旨，その第

２項において「非常勤職員については，有給休暇は認めない。」旨それぞれ規定さ

れた。人事院規則１５－４の規定の趣旨については，常勤職員と非常勤職員との区

別を明確にし，身分，服務，給与等に関して個々的な取扱いをせざるを得ない非常

勤職員の範囲を不当に拡張することによって人事行政の統一的体系を壊さないよう

にすることにあるとされ，その第１項において非常勤職員の１週間の勤務時間を常

勤職員のそれの４分の３を超えてはならないと規定したのも，実質的に常勤職員と

異ならないものについて非常勤職員として新給与実施法２８条及び人事院規則９－

１を適用することは公平と統一を欠くことになるからであると説明されている。ま

た，人事院規則１５－４第１項において「４分の３」とした理由については，各行

政機関に置かれるべき職員の定員は法律で定めるものとする国家行政組織法（昭和

２３年法律第１２０号）が昭和２４年６月１日から施行されたことから，この定員

法の枠外を作らない意図の下に，常勤職員と非常勤職員との勤務時間の差を最小限

度４分の１としておけば，その間の混同を生じないと考えたものとされている。

なお，人事院規則８－７は昭和２７年６月１日に施行された人事院規則８－１２

（同年５月２３日公布）に引き継がれた。また，人事院規則１５－４第１項は，昭

和２５年２月８日の改正により，「非常勤職員の勤務時間は，日々雇い入れられる

職員については，１日につき８時間をこえない範囲内において，その他の職員につ

いては常勤職員の１週間の勤務時間の４分の３をこえない範囲内において，任命権

者の任意に定めるところによる。」旨改められて，１日の勤務時間が常勤職員につ

いてと同様８時間と定められる場合であってもこれを非常勤職員とする趣旨が明確

にされた。そして，上記改正後の人事院規則１５－４は，現在の人事院規則１５－

１５（平成６年７月２７日制定）に引き継がれた。他方で，人事院規則８－１２に

おいては，その制定当初から，臨時的任用は常勤官職について行うものとされてい

る（１６条）。
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(エ) 昭和２５年４月，給与法が制定され，同年４月１日から適用されたが，制

定当時の給与法２２条は，委員，顧問，参与等に関する新給与実施法２８条の規定

を，制定当時の給与法２３条は，一般職種別賃金の適用を受ける職員に関する新給

与実施法２９条の規定をそのまま引き継ぎ，これら以外の非常勤の職員の給与につ

いての規定は置かれなかった。しかし，これらの非常勤の職員の給与についても，

統一的に給与法に一元的に規定されるべきであるとの考慮から，昭和２５年法律第

２９９号による給与法の改正により，同改正後の給与法２２条２項において，現行

法と同様に，「前項に定める職員以外の常勤を要しない職員については，各庁の長

は，常勤の職員の給與との権衡を考慮し，予算の範囲内で，給與を支給する。」旨

規定され，一般職種別賃金の適用を受ける職員に関する同改正前の給与法２３条の

規定は削除された。

給与法２２条が非常勤職員の給与について委員，顧問，参与等とこれら以外の非

常勤の職員とに分けて規定した趣旨については，非常勤の職員には委員，顧問，参

与等のように本来の職業を有しながらその傍ら公務に参画する形の職員と，臨時的

又はパートタイム的にせよ実質的に国に雇用される形のその他の非常勤の職員との

２種類があり，その性格の違いに応じて，給与上の取扱いも自ずから異なったもの

として考えていくのが適当であるとの考慮に出たものであるとされ，同条１項の規

定の趣旨については，非常勤の委員，顧問，参与等の場合は，いわばその学識，経

験等を拝借するようなものであるというその職務及び勤務の特殊性に照らすと，そ

れに対する報酬は，給与というよりは本質的にはむしろ謝金に近い性格のものと考

えるのが適当であり，その勤務時間を基礎に評価するというよりは，委員会等への

出席１回（すなわち勤務１日）につきいくらという形での手当で処遇していくこと

が最も適当であると考えられることに基づくものであるとされ，同条２項の規定の

趣旨については，同条１項所定の職員以外の非常勤の職員の場合は，国と実質的な

雇用関係にあるために，これらの職員の給与については，その提供する勤務にふさ

わしい処遇とすることが当然に要請され，殊に常勤の職員の処遇との均衡という面
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での配慮等が望まれるが，これらの非常勤の職員の雇用及び勤務の実態は区々であ

り，実際問題としてあらかじめ法律等により具体的な基準までを詳細に定め難い事

情にあるので，法の規定としては，「常勤の職員の給与との権衡を考慮し」という

基本的基準を示すのみにとどめ，具体的な給与の決定は各庁の長の裁量にゆだねる

こととしたものであるとされている。

イ 地方公務員

(ア) 昭和２２年４月に制定された地方自治法（昭和２２年法律第６７号）は，

「給与」の章（第８章）の下に，２０３条において，普通地方公共団体は，その議

会の議員，選挙管理委員，議会の議員の中から選任された監査委員，専門委員，投

票管理者，開票管理者，選挙長，投票立会人，開票立会人及び選挙立会人に対し，

報酬を支給しなければならない（同条１項），前項の者は，職務を行うため要する

費用の弁償を受けることができる（同条２項），報酬及び費用弁償の額並びにその

支給方法は，条例でこれを定めなければならない（同条３項），と規定し，また，

２０４条において，普通地方公共団体は，法律の定めるところにより，普通地方公

共団体の長及びその補助機関たる職員（専門委員を除く。），学識経験を有する者

の中から選任された監査委員，議会の書記長及び書記，選挙管理委員会の書記並び

に監査委員の事務を補助する書記に対し，給料及び旅費を支給しなければならない

（同条１項），給料及び旅費の額並びにその支給方法は，条例でこれを定めなけれ

ばならない（同条２項），と規定していた。

(イ) 昭和２５年１２月に制定された地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）は，地方公務員の職を一般職と特別職とに分け（３条１項），一般職は特別職

に属する職以外の一切の職とするものとし（同条２項），同法の規定は一般職に属

するすべての地方公務員に適用し，法律に特別の定めがある場合を除くほか，特別

職に属する地方公務員には適用しないものとし（４条），「法令又は條例，地方公

共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程により設けられた委員及び

委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤
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のもの」（３条３項２号），「臨時又は非常勤の顧問，参與及びこれらの者に準ず

る者の職」（同項３号），「非常勤の消防団員及び水防団員の職」（同項５号）等

を特別職に属する職として規定していた。他方で，同法２２条は，一般職の職員の

任用の特例として臨時的任用の制度を規定していた。また，同法は，一般職の職員

の給与，勤務時間その他の勤務条件は，条例で定める旨規定し（２４条６項），職

員の給与は，同法２４条６項の規定による給与に関する条例に基づいて支給されな

ければならず，また，これに基づかずには，いかなる金銭又は有価物も職員に支給

してはならない旨規定した（２５条１項）上で，同条２項において，給与に関する

条例には，給料表（１号），時間外勤務，夜間勤務及び休日勤務に対する給与に関

する事項（３号），特別地域勤務，危険作業その他特殊な勤務に対する手当及び扶

養親族を有する職員に対する手当を支給する場合においては，これらに関する事項

（４号），非常勤職員の職及び生活に必要な施設の全部又は一部を公給する職員の

職その他勤務条件の特別な職があるときは，これらについて行う給与の調整に関す

る事項（５号），その他給与の支給方法及び支給条件に関する事項（７号）等を規

定するものと規定していた。同法２５条２項５号の規定の趣旨については，非常勤

職員の職及び生活に必要な施設の全部又は一部を公給する職員の職その他勤務条件

の特別な職があるときには，これらについては一般の給料表はそのまま適用するこ

とができないとか，給与の一部を減額するといった，給与の調整を行うことが予想

されるので，その場合には，これらの事項を給与条例の中に規定するものとしたも

のであると説明されている。

(ウ) 地方公務員法の制定を受けて，地方公務員法の制定に伴う関係法律の整理

に関する法律（昭和２６年法律第２０３号）により，地方自治法２０４条の１項の

規定が，「普通地方公共団体は，普通地方公共団体の長及びその補助機関たる職員

（非常勤の者を除く。），学識経験を有する者の中から選任された監査委員，議会

の事務局長，書記長，書記その他の職員，選挙管理委員会の書記その他の職員並び

に監査委員の事務を補助する書記その他の職員に対し，給料及び旅費を支給しなけ
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ればならない。」に改められ，「非常勤」の文言が初めて用いられた。その後，昭

和２７年法律第３０６号による地方自治法の一部改正により，地方自治法第８章の

章名が「給与その他の給付」に改められるとともに，２０３条１項の規定が「普通

地方公共団体は，その議会の議員，委員会の委員，非常勤の監査委員その他の委員，

自治紛争処理委員，審査会，審議会及び調査会等の委員その他の構成員，専門委員，

投票管理者，開票管理者，選挙長，投票立会人，開票立会人及び選挙立会人その他

普通地方公共団体の非常勤の職員に対して，報酬を支給しなければならない。」に，

また，２０４条１項の規定が，「普通地方公共団体は，普通地方公共団体の長及び

その補助機関たる常勤の職員，委員会の常勤の委員，常勤の監査委員，議会の事務

局長又は書記長，書記その他の常勤の職員，委員会の事務局長又は委員会若しくは

委員の事務を補助する書記その他の常勤の職員その他普通地方公共団体の常勤の職

員に対し，給料及び旅費を支給しなければならない。」にそれぞれ改められた。

(エ) 昭和３１年法律第１４７号による地方自治法の一部改正（以下「昭和３１

年改正」という。）により，地方自治法２０３条第２項として，「前項の職員の中

議会の議員以外の者に対する報酬は，その勤務日数に応じてこれを支給する。但し，

条例で特別の定をした場合は，この限りでない。」旨の規定が，同条４項として，

「普通地方公共団体は，条例で，その議会の議員に対し，期末手当を支給すること

ができる。」旨の規定がそれぞれ加えられるなど，同条２項以下の規定が現行法の

２項ないし５項のとおりに改められ，また，２０４条２項として，「普通地方公共

団体は，条例で，前項の職員に対し，扶養手当，勤務地手当，特殊勤務手当，時間

外勤務手当，宿日直手当，夜間勤務手当，休日勤務手当，管理職手当，期末手当，

勤勉手当，寒冷地手当，石炭手当，薪炭手当又は退職手当を支給することができ

る。」旨の規定が追加され，同条３項の規定が現行法３項のとおりに改められ，２

０４条の２として，「普通地方公共団体は，いかなる給与その他の給付も法律又は

これに基く条例に基かずには，これを第２０３条第１項の職員及び前条第１項の職

員に支給することができない。」旨の規定が追加された。
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(オ) 昭和３１年改正の趣旨については，地方公務員法の制定後，同法の適用を

受ける一般職の職員に対する給与については，同法２４条６項及び２５条１項の規

定により条例で定めるものとされたが，これらの規定は特別職の職員については適

用されず，特別職については昭和３１年改正前の地方自治法２０３条の規定により

報酬及び費用弁償は条例で定めることとされていたものの，条例に基づかない他の

給与を支給することは違法とはいえないものとされ，また，条例を制定して職員に

給与を支給する場合は，いかなる種類の給与をどれだけどのような方法で支給して

も，違法の問題は生じないものとされていたことから，地方公共団体ごとの給与体

系は極めて区々となり，不明朗な給与の支給等が行われる例も決して少なくなかっ

たことから，地方公共団体の職員に対する給与についても，国家公務員に対する給

与の基本の体系と一致させる形で給与体系を整備し，給与の種類を法定し，ある程

度の給与の統一性を保たせるとともに，国家公務員に準ずる給与を保障し，合わせ

て，給与はすべて法律又はこれに基づく条例にその根拠を置くことを要するものと

して，その明朗化，公正化を図ったものであるとされている。

(5) 関係規定に係る行政解釈

ア 昭和３１年８月１８日自乙行発第２４号各都道府県知事あて自治庁次長通達

「地方自治法の一部を改正する法律及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係法律の整理に関する法律の施行に関する件」

上記通達においては，昭和３１年改正による地方自治法２０３条ないし２０４条

の２の改正について，同法２０３条２項の規定は，非常勤職員に対する報酬が，勤

務に対する反対給付としての性格を有することにかんがみ，当該報酬の額は具体的

な勤務量，すなわち，勤務日数に応じて支給されるべき旨の原則を明らかにしたも

のであるが，ただし，非常勤職員の勤務の態様は多岐にわたっているので，特別の

事情のあるものについては，この原則の例外を定めることができるものであり，議

会の議員を除外したことは，国会議員との権衡を考慮したものであり，従来どおり

議会の議員については特に法律上の原則を設けなかったものであること，同法２０
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３条４項の規定は，同法２０４条の２の規定の新設に伴い，法律又はこれに基づく

条例に根拠を持たない限り，職員に対しては，給与その他の給付を一切支給するこ

とができなくなるため，国会議員との権衡を考慮し，地方議会の議員に対しても期

末手当を支給することが法律上可能であるとしたにとどまるものであって，この改

正は，議員に対して期末手当を支給すべきものとし，又は支給することを奨励する

意図に出るものではないこと，同法２０４条２項の規定は，同法２０４条の２の新

設と相まって，地方公共団体が常勤の職員に対して支給することができる手当の種

類を限定列挙したものであり，その趣旨は，地方公共団体における給与体系につい

て国との均衡を保持することにより地方公共団体における給与体系の公明化と適正

化を図ろうとするものであって，従来地方公共団体が条例に基づき又は単に予算措

置のみを講じて支給していた諸手当中同項に列挙された種類以外のものは，今後一

切支給することができないこと，同法２０４条の２の規定は，同法２０３条及び２

０４条関係の改正と相まって，地方公共団体の給与体系の整備を図り，その公明適

正化を期したものであり，同法２０４条の２の新設により地方公共団体が職員に支

給する給与その他の給付は法律上の根拠を必要とし，法律に規定された種類につい

てのみ認められることとなり，それ以外の一切の給与その他の給付の支給は禁止さ

れるものであること，などと規定されている。

イ 地方自治法にいう「常勤の職員」と「非常勤の職員」に関する行政実例

隔日勤務の職員は，その職務の内容の性質から他の常勤の職員の勤務と同一のも

のとして取り扱われるものについては，「常勤の職員」に該当し，また，一定の期

間を限り臨時的に雇用されその期間中常時勤務している職員は，「常勤の職員」に

該当するとされている（昭和２６年８月１５日地自行発第２１６号鳥取県総務部長

あて行政課長回答）。

また，昭和３１年１０月９日自丁行発第９０号長崎県総務部長あて行政課長回答

は，常時消防団事務所に勤務するものではないが，水火災その他の事故発生の際は

直ちに出動することができる態勢にあることを常時要求され，かつ，事件発生の都



- 49 -

度消防業務に従事している消防団員は，地方自治法２０３条１項の非常勤の職員で

あるから，退職手当を支給することができないとした上で，その注釈として，一般

に，休日その他勤務を要しない日を除き，一定の勤務計画の下に，毎日所定の勤務

時間中，常時その職務に従事しなければならないものを常勤といい，これらの職が

常勤職であり，そうでないもの，すなわち，毎日勤務をしないで特定の日又は特定

の場合等にだけ勤務するものを非常勤といい，当該職が非常勤職であると解されて

いるとしている。

ウ 給与条例主義に関する行政実例

昭和２７年１１月１８日自行公発第９６号函館市人事委員会委員長あて公務員課

長回答「条例制定事項について」は，職員の給与，勤務時間その他の勤務条件に関

する事項を全面的に規則で定めるよう条例で委任することはできないものと解する

としている。

昭和５４年８月３１日自治給第３１号各都道府県知事，各指定都市市長あて行政

局公務員部長通知「違法な給与の支給等の是正について」は，「条例において単に

給与の支給根拠のみを定め，具体的な額，支給要件等の基本的事項をすべて長又は

規則に委任するようなことは給与条例主義の趣旨に反するものであり，その内容は

条例に明確に定めること。」と規定している。

エ 臨時的任用職員の給与に関する行政実例

昭和３６年５月５日自治丁公発第４７号高知県総務部長あて公務員課長回答「臨

時職員の給与の取り扱いについて」は，一般職の職員の給与に関する条例中に「臨

時職員の給与については，この条例の規定にかかわらず予算の範囲内で任命権者が

別に定める」と規定するのは，地方公務員法２４条６項の規定に違反するか否か等

の照会に対し，「地方公務員法第２２条の規定に基づく臨時的任用職員の給与につ

いては，他の職員と同様に給与に関する条例を適用すべきものであるが，同条例中

に特別の定をして差支えないものと解する。」としている。

３ 臨時的任用職員に対し期末手当に相当する一時金を支給することが許される
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か（争点②）

(1) 前記のとおり，地方自治法は，普通地方公共団体の常勤の職員と非常勤の

職員とで異なる給与体系を規定し，非常勤の職員については，議会の議員を除いて，

報酬及び費用弁償のみを支給するものとし，報酬についてはその勤務日数に応じて

支給するのを原則とし，他方，常勤の職員については，給料及び旅費並びに法定の

各種手当を支給するものとしている。その趣旨については，そもそも給与は勤務に

対する反対給付としての性格を有するものであるが，常勤の職員については，その

勤務の態様からして，その給与が当該職員及びその家族の生計を支えるいわゆる生

活給としての意味を有するものということができるのに対し，非常勤の職員につい

ては，その勤務の態様からして，その給与が生活給的意味を有せず，純然たる勤務

に対する反対給付としての性格のみを有するものということができるから，常勤の

職員の給与については，我が国の生活習慣上盛夏と年末に生活費が一時的に増嵩す

ることを考慮して支給される生活給である期末手当や退職後の生活保障的性格をも

有する退職手当等の各種手当を支給すべきものとし，非常勤の職員の給与について

は，勤務に対する反対給付として，原則としてその勤務量，具体的には勤務日数に

応じた対価及び費用弁償のみを支給すれば足りるとしたものであると解される。そ

して，地方自治法の定める常勤の職員と非常勤の職員に関する他の関係規定にもか

んがみると，地方自治法２０４条１項にいう常勤の職員と同法２０３条１項にいう

非常勤の職員の意義については，同法が上記のとおり異なる給与体系を定めた趣旨

に即して解するのが相当というべきである。そうであるとすれば，地方自治法２０

４条１項にいう常勤の職員とは，その勤務の態様に照らして当該勤務が当該職員及

びその家族の生計を支えるいわゆる生活の糧を得るための主要な手段と評価し得る

ような職務に従事する職員をいい，そのような職員に該当するか否かについては，

当該職員の任用形式のみならずその職務の内容及び性質等をも勘案し社会通念に従

って決すべきものと解される。

ところで，国家公務員については，前記のとおり，人事院規則１５－１５第２条
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において，非常勤職員の勤務時間は，日々雇い入れられる非常勤職員については１

日につき８時間を超えない範囲内において，その他の非常勤職員については常勤職

員の１週間当たりの勤務時間の４分の３を超えない範囲内において，各省各庁の長

の任意に定めるところによる旨規定している。この規定は，国家公務員における非

常勤職員を定義したものではなく，非常勤職員の勤務時間について定めたものにす

ぎないが，非常勤職員の勤務時間を常勤職員のそれの４分の３を超えてはならない

と規定した趣旨については，前記のとおり，実質的に常勤職員と異ならないものに

ついてこれを非常勤職員として非常勤職員に関する給与の規定を適用することは公

平と統一を欠くことになるからであるとされ，「４分の３」とした理由については，

いわゆる定員法の枠外を作らない意図の下に，常勤職員と非常勤職員との勤務時間

の差を最小限度４分の１としておけば，その間の混同を生じないと考えたものとさ

れている。このような人事院規則の規定の趣旨に加えて，常勤の職員の１週間当た

りの勤務時間（勤務時間法５条１項において休憩時間を除き１週間当たり４０時間

と定められている。）の４分の３（勤務時間法の上記定めによれば３０時間）を超

えるような態様の勤務に従事する職員は，社会通念に照らしても，当該勤務が当該

職員及びその家族の生計を支えるいわゆる生活の糧を得るための主要な手段となっ

ているのが通常であると考えられることを併せ考えると，地方公務員についても，

１週間当たりの勤務時間が常勤の職員の所定の勤務時間の４分の３を超えるような

態様の勤務に従事する職員は，地方自治法２０４条１項にいう常勤の職員に該当す

るものと推定されるというべきである。そして，１週間当たりの勤務時間が常勤の

職員の４分の３を超えるか否かについては，当該職員の任用に当たって勤務条件と

して提示された勤務時間のみではなく，当該職務の内容及び性質並びに職員の配置

状況等にかんがみ当該職員の職務が客観的にみて当該普通地方公共団体における常

勤の職員の所定の勤務時間の４分の３を超える勤務を要するものであるか否かとい

う観点から社会通念に照らして判断すべきである。

(2) 前記前提事実によれば，茨木市は，平成７年度から平成１６年度にかけて，
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市長の決裁により，各年度の６月及び１２月の２回にわたり，地方公務員法２２条

５項の規定による臨時的任用職員として採用された者のうち，１週間当たり３日以

上勤務する者で，６月１５日及び１２月１日の各基準日にそれぞれ２か月以上在職

し，かつ，支給日現在において在職するものに対し，それぞれ上半期増給分（基準

日が６月１５日であるもの）及び下半期増給分（基準日が１２月１日であるもの）

として，１人当たり一律に４万円（上半期増給分）及び４万５０００円（下半期増

給分）を支給してきたというのである。これらの増給分（本件一時金）は，その支

給時期及び支給金額に照らしても，地方自治法２０４条２項にいう「期末手当」に

該当することが明らかであるところ，同法２０３条ないし２０４条の２の規定によ

れば，同法は，同法２０４条１項にいう常勤の職員のほか普通地方公共団体の議会

の議員に対してのみ期末手当を支給することができるものとし，議会の議員を除く

非常勤の職員に対しては条例でもってしても期末手当を支給することができないも

のとしていることが明らかである。そうであるとすれば，本件一時金の支給の対象

とされた臨時的任用職員が地方自治法２０４条１項にいう常勤の職員に該当しない

限り，そもそも，期末手当に該当する本件一時金を支給することは，同法の上記各

規定に違反し，その余の点について判断するまでもなく，違法といわなければなら

ない（なお，原告は，地方公務員法２２条２項，５項の臨時的任用職員は，本来，

非常勤の職員として任用することが予定されており，地方自治法２０３条が適用さ

れるべきである旨主張するが，地方公務員法の臨時的任用職員に関する規定は一般

職の職員の任用についての特則を規定したものであって，緊急の場合又は臨時の職

に関する場合等における任用と当該任用に係る職が常勤の職か非常勤の職かとは必

ずしも性質上の関連性を有するものではなく，前記のとおり国家公務員の場合は人

事院規則をもって臨時的任用を常勤官職に限定していることと対比しても，原告の

上記主張を採用することはできない。）。

ところで，前記前提事実のとおり，平成１６年度の本件一時金の支給の対象者は，

上半期については７６１人，下半期については８１０人に及んでおり，これらの者
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が上記認定の市長決裁に係る基準（１週間当たり３日以上勤務する者で，６月１５

日及び１２月１日の各基準日にそれぞれ２か月以上在職し，かつ，支給日現在にお

いて在職するもの）に該当するとしても，上記基準にいう「１週間当たり３日以上

勤務する者」という勤務の態様のみからは，直ちに当該職員がすべて地方自治法２

０４条１項にいう常勤の職員に該当するものと推定することはできない。すなわち，

証人ｄの証言及び弁論の全趣旨によれば，茨木市における常勤の職員の勤務時間は，

１週間当たり３８時間４５分（１日当たり７時間４５分）であり，臨時的任用職員

の１日当たりの勤務時間は常勤の職員よりも１日当たりの勤務時間が１５分短く設

定されている事実が認められ，これによれば，臨時的任用職員のうち少なくとも１

週間当たりの勤務日数が３日の者は，その１週間当たりの勤務時間は常勤の職員の

勤務時間の６割弱（約５８．１％）にしかすぎないことになるところ，社会通念に

照らしても，そのような勤務時間に係る勤務が当該勤務に従事する職員及びその家

族の生計を支えるいわゆる生活の糧を得るための主要な手段となっているとは直ち

に認め難いから，このような勤務に従事する職員が地方自治法２０４条１項にいう

常勤の職員に該当するものと推定することはできないというべきである。

また，上記のとおり臨時的任用職員の１週間当たりの勤務時間について所定の勤

務時間にとどまらず当該職務の内容及び性質並びに当該部署における職員の配置状

況等をもしんしゃくしてこれを実質的に判断するものとしても，乙１８及び証人ｄ

の証言によれば，茨木市においてはその大部分の部署に臨時的任用職員を配置して

おり，その数は８００人を超えているというのであり，平成１６年度において本件

一時金の支給の対象とされた上記の職員（上半期につき７６１人，下半期につき８

１０人）についても，その従事する職務の種類及び内容は多岐にわたっていると推

認されるのであって，これらについての具体的な主張，立証を欠く本件においては，

平成１６年度において本件一時金の支給の対象とされた臨時的任用職員各自の実質

的な勤務時間はもとより，当該勤務時間を含めた具体的な勤務の態様を証拠等によ

って認定することもできない（当該臨時的任用職員の１週間当たりの実質的な勤務
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時間が常勤の職員の所定勤務時間の４分の３を超えているか否か等を認定すること

ができないことはもとより，仮に上記市長決裁に係る基準程度の勤務時間であって

も当該職務が強度の身体的負荷を伴うようなものであるなど当該職務の内容，性質

等にかんがみると社会通念に照らして当該職務に従事する職員を常勤の職員と評価

し得る余地も一般的にはあり得るところであるが，そのような評価の基礎となる事

実関係を証拠等によって認定することもできない。）。そうであるとすれば，上記

の臨時的任用職員が市長決裁に係る上記基準に該当するというのみでは，これらの

職員が地方自治法２０４条１項にいう常勤の職員に該当するものと推定することは

できず，他にこれらの職員が同項にいう常勤の職員に該当することを認めるに足り

る証拠もない。

以上検討したところによれば，それ以上の主張，立証を欠く本件においては，平

成１６年度の本件一時金の支給は，その余の点について判断するまでもなく，地方

自治法２０３条ないし２０４条の２の各規定に違反し，違法といわなければならな

い。

なお，被告は，どのような職員が地方自治法にいう常勤の職員ないし非常勤の職

員に該当するのかの判断は各普通地方公共団体の合理的な裁量にゆだねられている

旨主張するが，同法が常勤の職員と非常勤の職員とで異なる給与体系を規定した趣

旨に抵触しない限度で各普通地方公共団体において地域の実情に応じて条例により

同法２０３条の適用の対象となる非常勤の職員の範囲ないし同法２０４条の適用の

対象となる常勤の職員について規定することを許容しているものと解する余地はあ

るとしても，茨木市の場合は単なる市長決裁により期末手当の性格を有する本件一

時金の支給対象となる職員の範囲を決定していたというのであるから，後に説示す

る給与条例主義の観点からしても，これを同法により普通地方公共団体にゆだねら

れた裁量権の合理的な行使として許容する余地はないというべきであり，また，具

体的な範囲の画定基準自体についても，前記のとおり，同法が常勤の職員と非常勤

の職員とで異なる給与体系を規定した趣旨に抵触しないということはできないもの
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というべきであるから，被告の上記主張を採用することはできない。

以上のとおり，平成１６年度の本件一時金の支給対象とされた職員が地方自治法

２０４条１項にいう常勤の職員に該当することについての主張，立証を欠く本件に

おいては，当該支給は，その余の点について判断するまでもなく，地方自治法２０

３条ないし２０４条の２の各規定に違反し，違法というほかないが，これらの職員

の中には，以上説示したところに照らしても，地方自治法２０４条１項にいう常勤

の職員に該当するものが少なからず含まれている様子がうかがわれなくもないこと

にかんがみ，争点③及び④についても検討を加えることとする。

４ 本件一時金の支給は給与条例主義に違反するか（争点③）

前記前提事実等によれば，平成１６年度の本件一時金の支給当時，茨木市におい

ては，臨時的任用職員の給与について定めた特別の条例はなく，臨時的任用職員も

地方公務員法にいう一般職に属する地方公務員に該当することからして，一般職の

職員の給与に関する事項を定めることを目的として制定された一般職の職員の給与

に関する条例（本件改正条例による改正前の旧給与条例）が適用されるものと解さ

れるところ，旧給与条例にも，臨時的任用職員の給与に関して明示的に定めた規定

はなく，また，旧給与条例の各規定はその内容に照らし臨時的任用職員に対しても

そのまま適用されると解することもできないから，結局，旧給与条例は，その３６

条により，同条例に定めるもののほか必要な事項の一つとして，臨時的任用職員の

給与に関する事項に関する具体的な定めを規則に委任していたものと解するほかな

い。しかるところ，上記当時，茨木市においては，臨時的任用職員に対する給与の

支給に関する根拠としては，臨時的任用職員の取扱いに関する内規（昭和３９年茨

木市内規第１号。本件内規）しか存在しておらず，本件内規は，地方自治法１５条

所定の規則としての法形式がとられていないことが明らかである上，同法に基づく

制定，公布の手続がとられたことを認めるに足りる証拠もないことからして，これ

を同法１５条にいう規則と認めることはできない。しかも，本件内規においても，

臨時的任用職員の給与については，７条でその賃金について，８条でその通勤手当
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について規定しているのみであり，賃金に関する７条の規定も，前記のとおり，

「臨時職員の賃金は日給又は時間給とし，勤務日数等に対し支給する。ただし，日

給又は時間給によらない場合は，任命権者が別に定める（１項）。前項の日給額等

は，別に定める（２項）。賃金は毎月末日で締め切り，その月分を翌月の１０日に

支給する。ただし，その日が休日，日曜日又は土曜日にあたるときは，その日前に

おいてその日に最も近い休日，日曜日及び土曜日でない日を支給日とする。」と規

定するのみで，本件一時金について明示的に規定していないのであり，本件一時金

の支給の根拠としては，せいぜい，同条１項のただし書の規定ないし本件内規１２

条の「この内規の施行について必要な事項は，別に任命権者が定めるものとす

る。」旨の規定を援用し得るにすぎない。

以上によれば，少なくとも本件一時金の支給については，平成１６年度のものも

含めて，旧給与条例３６条の委任規定に基づく規則すら制定されないまま，任命権

者である市長の決定（裁量）によって行われていたものというほかないから，およ

そ条例の根拠を欠くものといわざるを得ず，地方自治法２０４条３項，２０４条の

２，地方公務員法２５条１項等の規定に違反し，違法というべきである。

５ 本件一時金の支給は本件改正条例附則４項の規定によってその支給時にさか

のぼって適法なものとなったか（争点④）

(1) 前記２において説示した地方自治法２０３条，２０４条及び２０４条の２

の各規定並びに地方公務員法２４条６項，２５条の各規定の趣旨及びその沿革等に

かんがみると，これらの規定が普通地方公共団体の職員の給与に関していわゆる給

与条例主義を定めている趣旨は，普通地方公共団体の職員に対して法定の種類の給

与を権利として保障するとともに，給与の額及びその支給方法の決定を普通地方公

共団体の住民の直接選挙により構成される議事機関である議会が制定する条例にゆ

だねることにより，これに対する民主的統制を図ったものであると解される。そし

て，このようないわゆる給与条例主義を定めた法令の規定の趣旨等にかんがみると，

普通地方公共団体の職員に対し条例に基づかない給与その他の給付の支給が行われ
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た場合において，その後に条例において当該支給の根拠となる規定を設けるととも

に，既に行われた支給について当該根拠規定に基づいて支給されたものとみなす旨

を定めることにより，当該支給行為自体を是認し，これをさかのぼって適法なもの

とすることは，直ちに給与条例主義の上記趣旨を没却するものということはできな

いのであって，上記条例（いわゆる追認条例）の規定をもって給与条例主義を定め

た上記各法令の規定に直ちに違反するものとすることはできないと解される。

もっとも，給与条例主義を定めた上記法令の規定の趣旨等からすれば，上記のよ

うないわゆる追認条例における根拠規定自体が，地方自治法の給与その他の給付に

関する規定や地方公務員法の給与に関する規定に違反しないものでなければならな

いと解される。

(2) 前記のとおり，本件改正後の給与条例３６条１項は，「臨時的任用職員の

賃金は，日給又は時間給とし，日額１３，０００円又は時間額１，７３０円の範囲

内において，規則で定める基準に従い任命権者が別に定める。ただし，日給又は時

間給によらない場合は，規則で別に定める。」旨規定し，同条２項は，「臨時的任

用職員のうち規則で定める者については，規則で定める通勤手当相当分及び期末手

当相当分の賃金を支給することができる。」旨規定し，本件改正条例附則４項は，

「施行日の前日までに臨時的任用職員に支給された賃金（通勤手当相当分及び期末

手当相当分を含む。）は，この条例及びこれに基づく規則の相当規定に基づき支給

された賃金とみなす。」旨規定している。これらの規定は，臨時的任用職員のいわ

ゆる本給並びに通勤手当及び期末手当に各相当する賃金の支給についての根拠規定

を整備するともに，本件改正条例の施行日の前日までに臨時的任用職員に支給され

た通勤手当相当分及び期末手当相当分を含む賃金について，本件改正後の給与条例

及びこれに基づく規則の相当規定（本件条例３６条１項，２項及び臨時的任用職員

規則）に基づき支給された賃金とみなすことにより，本件改正条例の施行日の前日

までの臨時的任用職員に対するこれら賃金の支給行為自体を是認し，これをさかの

ぼって適法なものとする趣旨のものと解される。
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しかしながら，前記３において認定説示したとおり，臨時的任用職員のうち地方

自治法２０４条１項にいう常勤の職員に該当しない者に対して期末手当を支給する

ことは同法２０３条ないし２０４条の２の各規定に違反し許されないから，本件改

正後の給与条例３６条２項については，臨時的任用職員のうち地方自治法２０４条

１項にいう常勤の職員に該当するものについて期末手当相当分の賃金を支給するこ

とができる旨を定めた規定であると限定的に解する余地はなくはないものの，その

ような限定解釈が可能であるとしても，当該規定及び本件改正条例附則４項の規定

をもって地方自治法２０４条１項にいう常勤の職員に該当しない臨時的任用職員に

対して本件改正条例の施行日の前日までされた本件一時金の支給をさかのぼって適

法なものとすることはできないというべきである。したがって，平成１６年度の本

件一時金の支給のうち少なくとも地方自治法２０４条１項にいう常勤の職員に該当

しない臨時的任用職員に対するものについては，その余の点について検討するまで

もなく，給与条例３６条２項及び本件改正条例附則４項の規定によりさかのぼって

適法なものとなったということはできない。

(3) 仮に平成１６年度の本件一時金の支給対象者のうちに地方自治法２０４条

１項にいう常勤の職員に該当する者が含まれていたとしても，臨時的任用職員に対

する期末手当に相当する本件一時金の支給の根拠を定めた給与条例３６条２項は，

前記のとおり，「臨時的任用職員のうち規則で定める者については，規則で定める

通勤手当相当分及び期末手当相当分の賃金を支給することができる。」と規定する

のみで，その支給対象者については前記のとおり地方自治法２０４条１項にいう常

勤の職員に該当するものを規則でもって定めることを委任する趣旨のものと解する

余地があるとしても，その支給金額についてはその上限すら規定せずにその決定を

規則の定めにゆだねており，支給金額を決定するための具体的基準を給与条例の関

係規定から読み取ることもできないから，給与条例３６条２項は，地方自治法２０

４条３項，２０４条の２，地方公務員法２５条１項等の規定に違反し，違法といわ

ざるを得ない。
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すなわち，前記のようないわゆる給与条例主義を定めた地方自治法及び地方公務

員法の各規定の趣旨に加えて，普通地方公共団体の職員に対する給与に関する地方

自治法及び地方公務員法の各規定の文言及びその沿革にもかんがみると，これら法

令の規定は，普通地方公共団体の職員に対する給与について，常勤の職員の場合で

あると非常勤の職員の場合であるとを問わず，その支給要件及び支給額を条例にお

いて具体的に規定することを予定しており，その決定を普通地方公共団体の長又は

その制定する規則にゆだねることを一切許容しない趣旨のものとまでいうことはで

きないものの，これを規則等の定めにゆだねる場合においても，少なくとも当該種

類の給与の支給要件該当性及び支給額を決定するための具体的な基準が当該条例自

体から読み取れる程度に条例においてこれを具体的に規定することを要するものと

解すべきであり，条例において単に給与の支給根拠のみを定め，具体的な額，支給

要件等の基本的事項をすべて普通地方公共団体の長又は規則に委任するようなこと

は，給与条例主義の趣旨に反し，許されないものというべきである。

この点，被告は，普通地方公共団体の臨時的任用職員の制度は，一般職に属する

正規職員を中核とする人的体制を補完するものとして，また，その時々の行政需要

に柔軟に対処するための制度として，位置付けられているものであり，これらの点

において，普通地方公共団体の正規職員とは大きな差異が存するのであって，地方

自治法等の定める給与条例主義の解釈適用に当たっても，正規職員と臨時的任用職

員のこのような制度上，性質上の差異をしんしゃくせざるを得ず，このことは地方

自治法等の予定するところであり，普通地方公共団体の臨時的任用職員に対する給

与は，条例において報酬等の額及び支給方法の基本的基準のみを定め，その具体的

な決定を当該普通地方公共団体の規則又は長に委任することも，地方自治法２０３

条及び２０４条の２の各規定の許容するところであって，本件改正後の給与条例は，

臨時的任用職員に対する期末手当相当分の賃金（本件一時金）の支給対象者及び支

給額を規則において定めるものとすることによりその支給根拠を明確にしているか

ら，給与条例主義に違反しない適法なものというべきである旨主張する。
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確かに，前記２において説示したとおり，国家公務員の一般職（前記のとおり，

同法にいう一般職は地方公務員法にいう一般職とは異なるものであって，国家公務

員法にいう一般職の職は地方公務員法にいう一般職の職よりも相当広範囲に及んで

いる。）に属する非常勤の職員に対する給与については，給与法２２条において，

そのうち委員，顧問若しくは参与の職にある者又は人事院の指定するこれらに準ず

る職にある者と，これら以外の非常勤の職員とで，その職務及び勤務の性格の違い

に応じて異なった仕組みが採用されており，前者については，勤務１日につき法定

額を超えない範囲内において各庁の長が人事院の承認を得て手当を支給することが

できるものとされ（同条１項），後者については，これらの非常勤の職員の雇用及

び勤務の実態が区々であり，実際問題としてあらかじめ法律等により具体的な基準

までを詳細に定め難い事情にあることにかんがみ，給与法においては「常勤の職員

の給与との権衡を考慮し」という基本的基準のみが規定され，各庁の長が「常勤の

職員の給与との権衡を考慮し」て予算の範囲内で給与を支給するものとされている

（同条２項）。しかるところ，普通地方公共団体の非常勤の職員は，議会の議員そ

の他の法定の一定範囲の者を除くと，給与法２２条２項所定の常勤を要しない職員

と同様に，その採用の形態，職務内容，勤務態様は多種多様で，性質上一律的な規

律になじまないと考えられることに加えて，普通地方公共団体の非常勤の職員に関

する地方公務員法及び地方自治法その他関係法令の規定からすれば，普通地方公共

団体の非常勤の職員の制度は，一般職に属する常勤の職員を中核とする人的体制を

補完するものとしてその時々の行政需要に柔軟に対処するための制度として位置付

けられている面がうかがわれないではない。また，地方公務員法２２条２項又は５

項の臨時的任用職員についても，これを行うことができるのは，原則として，緊急

の場合，すなわち，地方公務員法１７条所定の任用の手続をとるいとまがなく緊急

に職員を任用する必要がある場合と，臨時の職に関する場合，すなわち，当該職自

体の存続期間が暫定的なものである場合とに限定されているのであって，これらに

かんがみても，被告の主張するとおり，普通地方公共団体の臨時的任用職員の制度
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は，非常勤の職員の制度と並んで，一般職に属する常勤の職員を中核とする人的体

制を補完するものとしてその時々の行政需要に柔軟に対処するための制度として位

置付けられている面がうかがわれるところである（以上は，臨時又は非常勤の職に

ついては条例で定数を定めることを要しないものとする地方自治法１７２条３項等

の規定の趣旨からも裏付けられるところである。）。このように，普通地方公共団

体の非常勤の職員ないし臨時的任用職員と常勤の職員とはその制度上，性質上大き

な差異が存在することは否定し得ないところである。そして，これらにかんがみる

と，地方自治法等の定める給与条例主義の解釈適用に当たっても，常勤の職員と非

常勤の職員ないし臨時的任用職員のこのような制度上，性質上の差異をしんしゃく

せざるを得ず，このことは地方自治法等の予定するところであり，普通地方公共団

体の非常勤の職員ないし臨時的任用職員に対する給与については，給与法２２条２

項の規定の趣旨に準じて，条例において報酬等の額及び支給方法についての基本的

基準のみを定め，その具体的な決定を当該普通地方公共団体の長又は規則に委任す

ることも，普通地方公共団体の職員に対する給与の支給に対する民主的統制を図る

という給与条例主義の趣旨を没却するものではなく，地方自治法２０３条ないし２

０４条の２の各規定の許容するところであると解することも考えられないではない。

しかしながら，前記２において説示したところによれば，国家公務員の一般職に

属する非常勤の職員に対する給与の支給については，昭和２５年法律第２９９号に

よる改正後の給与法２２条において，委員，顧問若しくは参与の職にある者又は人

事院の指定するこれらに準ずる職にある者以外の常勤を要しない職員については，

各庁の長は，常勤の職員の給与との権衡を考慮し，予算の範囲内で，給与を支給す

る旨規定されて，法においては基本的基準を示すのみにとどめ，具体的な給与の決

定は予算の範囲内で各庁の長の裁量にゆだねる仕組みが採用されていたにもかかわ

らず，上記給与法の改正がされた後も，普通地方公共団体の非常勤の職員に対する

給与について地方自治法及び地方公務員法において上記改正後の給与法の非常勤の

職員に対する給与の規定に準じた規定は設けられず，昭和３１年法律第１４７号に
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よる地方自治法の一部改正（昭和３１年改正）において，普通地方公共団体の常勤

の職員に係る給与体系と非常勤の職員に係る給与体系とを異なるものとして規定し

た上，非常勤の職員の給与についても常勤の職員の給与についても，「報酬，費用

弁償及び期末手当の額並びにその支給方法は，条例でこれを定めなければならな

い。」（地方自治法２０３条５項），「給料，手当及び旅費の額並びにその支給方

法は，条例でこれを定めなければならない。」（同法２０４条３項）と規定すると

ともに，「普通地方公共団体は，いかなる給与その他の給付も法律又はこれに基く

条例に基かずには，これを第２０３条第１項の職員及び前条第１項の職員に支給す

ることができない。」（同法２０４条の２）と規定し，これがそのままの形で現行

法に受け継がれている経過が明らかであって，このような関係規定の沿革等にかん

がみると，昭和３１年改正においては，普通地方公共団体の非常勤の職員に対する

給与の支給について，国家公務員の一般職に属する非常勤の職員に対する給与につ

いて給与法（ただし，昭和２５年法律第２９９号による改正後のもの。）が採用し

た仕組みとは異なる立法政策が採られたものと理解せざるを得ない。

のみならず，国家公務員法６０条の臨時的任用については，任用の要件について

地方公務員法２２条と同じ要件を規定しながら，給与法は，臨時的任用職員の給与

について非常勤職員に関する２２条の規定に相当又は類似するような特別規定を置

いていない（なお，前記のとおり，国家公務員法６０条の臨時的任用は，常勤官職

について行うことが予定され，人事院規則１２－８においてその旨の定めがされて

いるところである。）。

以上のような国家公務員及び地方公務員の給与に関する関係規定の沿革等に加え

て地方自治法及び地方公務員法の給与に関する関係規定の文理に照らしても，普通

地方公共団体の職員に対する給与その他の給付の支給についてのいわゆる給与条例

主義を定めた関係規定（地方自治法２０３条５項，２０４条３項，２０４条の２，

地方公務員法２５条１項等）について，給与法（ただし，昭和２５年法律第２９９

号による改正後のもの。）２２条２項の規定の趣旨をしんしゃくした前記のような
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解釈をすることは困難というべきである。

のみならず，前記のとおり，給与条例主義を定めた地方自治法等の関係規定には，

普通地方公共団体の職員に対する給与の支給に対する民主的統制を図るという趣旨

に加えて，普通地方公共団体の職員に対して法定の種類の給与を権利として保障す

るという趣旨が含まれているところ，条例において給料，報酬，手当等の額につい

て何ら定めずにその決定を普通地方公共団体の長又は規則にゆだねたり，又はその

額の最高限度（上限）のみを定め，その範囲内で個々の非常勤の職員の報酬等の具

体的な額を決定することを普通地方公共団体の長又は規則にゆだねたりするなど，

条例において報酬等の額等についての基本的基準のみを定め，その具体的な決定を

広く当該普通地方公共団体の長の裁量的判断にゆだねることは，給与条例主義に含

まれる上記趣旨にも抵触するものといわざるを得ない。

前記のとおり，本件改正後の給与条例３６条２項は，期末手当相当分の賃金（本

件一時金）の支給金額についてはその上限すら規定せずにその決定を規則の定めに

ゆだねており，支給金額を決定するための具体的基準を給与条例の関係規定から読

み取ることもできないのであるから，給与条例３６条２項の規定は，地方自治法２

０４条３項，２０４条の２，地方公務員法２５条１項等の規定に違反し，違法とい

うほかない（なお，前記前提事実によれば，茨木市においては，少なくとも過去１

０年以上前から，臨時的任用職員のうち１週間当たり３日以上勤務する者で６月１

５日及び１２月１日の各基準日にそれぞれ２か月以上在職し，かつ，支給日現在に

おいて在職する者に対し，基準日が６月１５日であるものについては４万円，基準

日が１２月１日であるものについては４万５０００円を一律に支給してきたという

のであり，これが本件改正後に臨時的任用職員規則１３条として規定されていると

ころからすれば，少なくとも同規則１３条の内容を条例において規定することに特

段の支障は見いだし難い。）。

以上のとおりであるから，仮に平成１６年度の本件一時金の支給対象者のうちに

地方自治法２０４条１項にいう常勤の職員に該当する者が含まれていたとしても，
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これらの者に対する当該本件一時金の支給が給与条例３６条２項及び本件改正条例

附則４項の規定によりさかのぼって適法なものとなったということもできない。

(4) 以上のとおり，平成１６年度の本件一時金の支給は給与条例３６条２項及

び本件改正条例附則４項の規定によってその支給時にさかのぼって適法なものとな

ったということもできないというべきである。

６ 本件一時金の支給による茨木市の損害の有無（争点⑤）

(1) 前記のとおり，平成１６年度の本件一時金の支給は地方自治法２０３条な

いし２０４条の２及び地方公務員法２５条１項等の規定に違反し違法であり，給与

条例３６条２項及び本件改正条例附則４項の規定によってその支給時にさかのぼっ

て適法なものとなったということもできないから，茨木市は，上記違法な本件一時

金の支給により，支給額相当額の損害を被ったというべきである。前記前提事実に

よれば，平成１６年度の本件一時金は平成１６年６月３０日に７６１人の臨時的任

用職員に対し合計３０４４万円，同年１２月１０日に８１０人の臨時的任用職員に

対し３６４５万円がそれぞれ支給されたというのであるから，茨木市は，上記本件

一時金の支給により，合計６６８９万円の損害を被ったというべきである。

(2) 被告は，本件一時金の支給が違法であったとしても，その支給の結果茨木

市に損害が生じたといえるか否かは，本来されるべきではない一時金の支給がされ

たという点のみならず，本件一時金の支給を受けた臨時的任用職員の行った業務内

容との関係で本件一時金の支給が相当な対価関係にあると認められるか否かという

観点から検討すべきであるところ，茨木市においては，臨時的任用職員が存在しな

ければ住民に対する円滑な行政サービスの提供は不可能であって，臨時的任用職員

を採用する必要性が存することに加えて，茨木市の臨時的任用職員は，その賃金自

体が低額である上，本件一時金の額も低額であることからすれば，臨時的任用職員

の業務は比較的低廉な対価でされていたということができるのであって，臨時的任

用職員に対し通常の賃金に加えて年２回の一時金（本件一時金）を支給して初めて

その勤務の対価として相当な額になるということができるから，仮に本件一時金の
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支給が違法であったとしても，臨時的任用職員に対してされた給付全体を見れば，

従事した業務と相当な対価関係（むしろ低廉な対価関係である。）にあるというこ

とができる上，本件一時金の支給は人材の有効活用に結びつくものでもあるから，

その支給によって茨木市には何ら損害は発生していないというべきであるなどと主

張する。

しかしながら，前記のとおり，本件一時金は，臨時的任用職員に対してその勤務

日数等に応じて支給される日給又は時間給の賃金（いわゆる本給）とは別に期末手

当相当分として支給される給与であるところ，そもそも，期末手当は，純然たる勤

務に対する反対給付としての性格のみを有するいわゆる本給とは異なり，我が国の

生活習慣上盛夏と年末に生活費が一時的に増嵩することを考慮して支給される生活

給としての性格を有するものであり，臨時的任用職員の勤務に対する対価は，勤務

日数等に応じて日給又は時間給により支給される賃金（本給）によって評価し尽く

されているというべきであるから，被告が主張するように臨時的任用職員の日給又

は時間給による賃金（本給）が正規の常勤の職員の給与はもとより北大阪地域にお

ける民間企業アルバイト職員の給与等と比較しても低い水準に設定され，本件一時

金の支給にこれを補完する趣旨が含まれていたとしても，臨時的任用職員の勤務に

よって当然に茨木市に本件一時金の支給額相当の利得が生じていたということはで

きない。したがって，原告の上記主張は，その前提を欠くものというべきである。

のみならず，地方自治法２０４条の２によれば，普通地方公共団体の常勤の職員

及び非常勤の職員に対しその勤務の対価を反対給付として支給するためには，法律

又はこれに基づく条例に基づかなければならないのであり，その趣旨からすれば，

違法な本件一時金の支給により茨木市が被った損害額を算定するに当たり，その支

給の対象とされた臨時的任用職員の提供した勤務の対価を金銭的に評価してこれを

損益相殺等することは，同条の規定の趣旨を没却するものとして，許されないと解

すべきである。

以上のとおりであるから，被告の上記主張を採用することはできない。
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７ 本件一時金の違法な支給についてのｃ及びｂの故意又は過失の有無（争点

⑥）

(1) 前記前提事実によれば，平成１６年度の本件一時金の支給については，平

成１６年６月９日及び同年１１月２９日に市長決裁が行われ，その支給時（同年６

月３０日及び同年１２月１０日）にそれぞれの金額に応じた専決権者の専決により

支出命令がされたというのであるから，上記支給についてはその当時茨木市長とし

てこれを行う権限を本来的に有していたｂの過失の有無を検討すべきである。

(2) 前記のとおり，平成１６年度の本件一時金の支給は，旧給与条例３６条の

規則への包括的な委任規定しかその根拠となる規定を見いだせない状況の下におい

て，当該委任規定に基づく規則すら制定されないまま，任命権者である市長の決定

（裁量）によって行われていたものであって，およそ条例の根拠を欠くものといわ

ざるを得ないから，地方自治法２０４条３項，２０４条の２，地方公務員法２５条

１項等の規定（給与条例主義）に違反することが明らかであり，これを適法と解す

る余地はなく，給与条例主義の趣旨を没却する程度も甚だしいというべきである。

そうであるとすれば，ｂは，本件一時金の支給が条例の根拠を欠く違法なものであ

ることを容易に知り得たというべであり，それにもかかわらず，自ら平成１６年度

の本件一時金の支給について決裁し，その支給を阻止しなかったのであるから，ｂ

は，市長として尽くすべき注意義務を怠った過失があるといわざるを得ない。

(3) 被告は，大阪府及び同府内の各市において臨時的任用職員等の給与等を条

例で規定していないものが大半である現状の下で本件一時金の支給が給与条例主義

に違反するとの認識を持つことは困難であったところ，臨時的任用職員に対する本

件一時金の支給が開始された昭和５６年ころから平成１７年度までの間に，原告ら

による本件監査請求以外にその支給が違法である旨の指摘がされたことはなかった

のみならず，本件一時金の支給は，その根拠法規として旧給与条例や本件内規が存

在し，これらに基づく所定の手続を履践していたのであり，ｂが茨木市の市長に就

任した平成１６年当時においては，過去２５年近くにわたり本件一時金の支給が行
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われていたのであるから，ｂにおいて本件一時金の支給に関する規定が給与条例主

義に違反するおそれがあることを容易に知り得たということはできないなどと主張

する。

確かに，ｂ２４及び弁論の全趣旨によれば，平成１９年４月２５日現在において，

大阪府及び同府内の３３市（合計３４団体）のうち臨時的任用職員の給与について

条例にその具体的な金額を定めているものはなく，具体的な金額の決定を規則に委

任しているものは３団体，具体的な金額の決定を任命権者に委任しているものが７

団体，条例に何らの規定を置いていないものが２４団体である事実が認められる。

また，昭和３６年５月５日自治丁公発第４７号高知県総務部長あて公務員課長回答

「臨時職員の給与の取り扱いについて」において，一般職の職員の給与に関する条

例中に「臨時職員の給与については，この条例の規定にかかわらず予算の範囲内で

任命権者が別に定める」と規定するのは，地方公務員法２４条６項の規定に違反す

るか否か等の照会に対し，「地方公務員法第２２条の規定に基づく臨時的任用職員

の給与については，他の職員と同様に給与に関する条例を適用すべきものであるが，

同条例中に特別の定をして差支えないものと解する。」とされていることは，前記

２(5)エのとおりである。

しかしながら，前記のとおり，本件改正前においては本件一時金の支給はおよそ

条例の根拠を欠いていたものであるところ，臨時的任用職員の手当を含む給与につ

いてはおよそ地方自治法及び地方公務員法の規定する給与条例主義が適用されず任

命権者の裁量によりこれを決定することができる旨の解釈は，関係規定の文理から

しても到底困難というほかない。また，前記２(5)ウのとおり，昭和２７年１１月

１８日自行公発第９６号函館市人事委員会委員長あて公務員課長回答「条例制定事

項について」は，職員の給与，勤務時間その他の勤務条件に関する事項を全面的に

規則で定めるよう条例で委任することはできないものと解するとし，昭和５４年８

月３１日自治給第３１号各都道府県知事，各指定都市市長あて行政局公務員部長通

知「違法な給与の支給等の是正について」は，「条例において単に給与の支給根拠
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のみを定め，具体的な額，支給要件等の基本的事項をすべて長又は規則に委任する

ようなことは給与条例主義の趣旨に反するものであり，その内容は条例に明確に定

めること。」としているのであって，これらの行政解釈にも照らすと，上記「臨時

職員の給与の取り扱いについて」における回答についても，臨時的任用職員の給与

について予算の範囲内で任命権者がその裁量により決定することを是認する趣旨の

行政解釈を示したものとは解し難い。のみならず，乙２３及び弁論の全趣旨によれ

ば，上記「違法な給与の支給等の是正について」の通知は，市町村のいわゆるやみ

給与問題が続発し住民の批判を浴びている事態を受けて発出されたもので（乙２３

の１０），「なお，貴管下市町村にもこの旨示達されるとともに特に最近の事例に

鑑み市町村において違法な給与の支給等が行われることのないよう適切なご指導を

お願いする。」としているところでもある。

そうであるとすれば，上記昭和３６年５月５日「臨時職員の給与の取り扱いにつ

いて」における照会回答が存在し，大阪府及び同府内の各市の大半が臨時的任用職

員等の給与について条例に何らの規定を置いていないのが実情であることに加えて，

臨時的任用職員に対する本件一時金の支給が条例の根拠を欠いたまま昭和５６年こ

ろから継続して行われ，その間，原告らによる本件監査請求以外にその支給が違法

である旨の指摘がされたことがなかった様子がうかがわれることをしんしゃくして

もなお，これらの事情をもって本件一時金の支給を阻止しなかったｂの過失を否定

する根拠とするに足りないものというべきである。

また，被告は，ｂは，旧給与条例に基づいて本件一時金の支給を行ってきたので

あるから，同人に本件一時金の支給について過失が存在したということができるた

めには，同人において，本件一時金の支給に際して旧給与条例及び本件内規を改正

し，本件一時金の支給を廃止すべきであったにもかかわらず，これをしなかったと

いうことを要し，そのためには，同人が市長就任後直ちに条例等の法規やその運用

状況について問題視されていると否とを問わずその一切を懐疑的に検証しそれぞれ

の法規ないし運用に内包される問題点を洗い出さなければならなかったといえるこ
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とが前提となるところ，そのような行為が行われなかったことをもって同人の過失

と認めることは，市長の職務内容の実態を無視した不可能を要求するものに等しく，

妥当ではないなどと主張する。

しかしながら，前記のとおり，そもそも，旧給与条例は臨時的任用職員の給与に

関する明示の規定を欠いており，その３６条において「この条例に定めるものの外，

必要な事項は規則で定める。」と規定していたにすぎないから，茨木市長としては，

旧給与条例を改正するまでもなく，本件一時金の支給を阻止すれば足りたのであり，

この点において，被告の上記主張は一部その前提を欠くものというべきである。の

みならず，市長は，普通地方公共団体の執行機関として，当該普通地方公共団体の

条例，予算その他の議会の議決に基づく事務及び法令，規則その他の規程に基づく

事務を自らの判断と責任において誠実に管理し執行する義務を負うものである（地

方自治法１３８条の２）ところ，本件一時金の支給は，条例の根拠はもとより，規

則の根拠をも欠くものであるから，上記の規定に照らしても，被告の主張するよう

な事情をもって本件一時金の支給を阻止しなかったｂの過失を否定する根拠とする

余地はないというべきであり，被告の上記主張を採用することはできない。

(4) 以上検討したところによれば，ｂは，茨木市に対し，不法行為に基づく損

害賠償として，平成１６年度の本件一時金の支給額に相当する６６８９万円及びこ

れに対する遅延損害金を支払う義務を負うというべきである。

したがって，平成１６年度の本件一時金の支給に係る原告らの被告に対する本訴

請求は，その余の点について判断するまでもなく，被告にｂに対し６６８９万円及

びこれに対する平成１７年４月１日から支払済みまで年５分の割合による遅延損害

金の支払請求をすることを求める限度で理由があり，その余の請求は理由がない。

８ 結論

以上によれば，本件訴えのうち茨木市の臨時的任用職員に対する平成７年度から

平成１５年度までの本件一時金の支給に係る部分は，不適法であるから，これを却

下し，原告らのその余の請求は，被告にｂに対し６６８９万円及びこれに対する平
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成１７年４月１日から支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払請求をす

ることを求める限度で理由があるからこれを認容し，原告らのその余の請求は，理

由がないから，これを棄却すべきである。

よって，主文のとおり判決する。

大阪地方裁判所第２民事部

裁判長裁判官 西 川 知 一 郎

裁判官 岡 田 幸 人
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